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午前 9 時 58 分 開議 

 ● 議案第51 号 平成22年度多賀城市一般会計決算及び各特別会計決算の認定について 

● 一般会計 

 ● 歳入質疑 

○藤原委員⾧ 

皆さん、おはようございます。 

若干定刻前ですが、皆さんおそろいですので、決算特別委員会 2 日目に入りたいと思いま
す。 

9 月 20 日が敬老の日なんですが、繰り上げて日曜日に敬老会をやった地区も多かったよう
であります。大変忙しく過ごされたのではないかと思います。 

本日、決算委員会 2 日目で、いよいよ質疑に入りますので、きょうもよろしくお願いいた
します。 

ただいまの出席委員は 22 名であります。定足数に達しておりますので、直ちに本日の委員
会を開きます。 

それでは、議案第 51 号 平成 21 年度多賀城市一般会計決算及び各特別会計決算の認定に
ついてを議題といたします。 

先日一般会計の説明が終わっておりますので、これより直ちに質疑を行います。これに御
異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤原委員⾧ 

御異議なしと認めます。 



それでは、一般会計歳入歳出決算のうち、まず歳入について一括質疑を行いますが、これ
までにも確認しているとおり、本委員会は決算審査の場であり、多くの委員から発言をし
ていただくため、発言は簡単明瞭にしていただくこと、発言の範囲は議題となった案件に
限られていること、以上の点について再確認をしながら、質疑は 1 回 3 件程度として、初
めに質疑の要旨を述べていただいた後に 1 件ずつ質問をしていただくようにお願いいたし
ます。 

なお、当局においても、質問事項に対して的確に答弁していただくとともに内容に誤りが
あった場合は原則として本委員会の開会中に訂正していただくようお願いをいたします。 

まず初めに、あらかじめ資料の要求のある方、挙手をしていただければと思いますが、い
かがでしょうか。 

○板橋委員 

各種基金の預金先の一覧表をお願いしたいと思います。 

それとあわせて、水道企業会計ですと事前に資料として書いてあるものですが、下水道会
計がちょっと見えないものですから、それの起債の一覧表もお願いしたいと思います。以
上です。 

○藤原委員⾧ 

ただいま 2 点の資料要求が出されましたので、よろしくお願いいたします。 

そのほか資料をお願いしたい方はおりませんか。 

○昌浦委員 

歳出の方になるとは思うんですけれどもお願いしたいのは、過去 5 年間の役職、部⾧職が
どのようにふえていったかという推移と、その給与を一覧表にしてまとめていただきたい
と思います。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

1 点目、下水道の起債の借り入れ先の一覧表ということでよろしいですか。下水道事業の借
り入れ先の、起債の。それでよろしいですか。（「はい」の声あり） 

それから、2 点目の昌浦委員の資料要求でございますが、過去 5 年間の部⾧職の推移。給与
もですか。わかりました。 

○藤原委員⾧ 

そのほかございますか。差し当たりということでよろしいんですが。 

それでは、ないようですので、質疑に入りたいと思います。 

それでは、まず歳入一括質疑を行います。質疑のある方は挙手を願います。 

○伏谷委員 

まず初めに、平成 21 年の決算の特徴につきましては先日そのような見解ということで種々
説明があったわけでございますが、昨年度の 20 年の決算時に 21 年に対しての問題提起が
出されていたように記憶しております。中でも、経済の衰退が見込まれ、なおかつそれに
伴って市民税もかなり減額するであろう、それから法人税の還付も起きるであろうという



ところで、依存財源についてはかなり縮小されるのではないかという見方をしてきたよう
な気がします。 

そこで、21 年にはいろいろ補正がありまして、そのメニューの中で緊急経済対策において
いろいろと迅速かつ順応にその事業を展開していったということに関しては非常に評価す
ることではございますが、一番の問題としましては、今後依存財源というものが経済の先
行き不透明感の中で非常にめいていしてくるというふうな認識ではいるんですが、その対
応策として今後考えられる、この前の 2 月の予算でも種々御説明がありました、そして五
次総の中でもそのようなことを盛り込んでいくということでありましたが、一つだけ一番
重要なポイントとしてどういうこと考えているか、伺わせてください。 

○藤原委員⾧ 

依存財源でいいんですか。（「はい」の声あり）自主財源ですか。自主財源。 

○菅野市⾧公室⾧ 

今の御質問でございますけれども、確かに市民税、いわゆる自主財源が非常に現下の経済
情勢の中で厳しい局面を迎えているということは確かなことだと認識しております。それ
につきましては、この多賀城市において、各法人の方の市民税に関しましては、特別徴収
という制度があるんです。要は、給料の方から税金を天引きしていただくことになってい
るんですが、特別徴収関係が 100％まだ行われていない状況にあります。したがいまして、
市といたしましては、とにかく公平性ということを考えますと、その辺の市税をきちんと
納めていただけるような手段をこれから講じていきたいということが 1 点ございます。そ
れから、徴収の方もそれなりの強化策を講じながら自主財源の部分はきちんと確保してい
きたいということを考えてございます。 

○伏谷委員 

今、徴収に対してということでございました。徴収率の高さというのは多賀城市は他の自
治体が模範にするくらいの徴収率をアップしているわけでございますけれども、根本的な
問題としまして。私、間違って依存財源というふうな展開でありました。依存財源の、例
えば地方交付税として減額されるといいますか、その辺のところも加味していかなければ
ならないと思うんですけれども、前回と前々回の決算においては 2 年連続で黒字だったと
いうことがありまして、今回の経常収支の方を見ましても、いろいろな要因が重なってマ
イナスになっているということではございますが、私もこの 4 年の中の決算を迎えて感じ
ることなんですけれども、どうしても今までの中では三位一体の構造改革ということがあ
りまして、それに伴った税源の移譲、それから交付税の改革、国庫補助金と負担金の方の
見直しということで、税のシステム的なところも変わってきたので、こういうものなのか
なという展開では見てはいたんですけれども、この中で一番市税の中のウエートが高くな
ってきて、市税はある程度担保されるのかなということで認識はしておったんですけれど
も、経済がこのように疲弊してきますと、市税の方の税収というのがこれだけ下がるのだ
なという強い認識を持ったのでございます。 

中でも、将来的なもので考えていくのであれば、いつもおっしゃっています多賀城市のポ
テンシャルといいますか、潜在能力を考えていかなければらない。いつも説明の中にあり
ますが、短期的には例えばポエムシティーガーデン、ああいうものを一つ一つ考えて、税
収のアップを図っていきたい。しかしながら、中⾧期的に考えていくのであれば、今言わ
れている八幡の一本柳というところを必ず実行していくんだという強い認識をお持ちなん
ですけれども、それに関しまして私が一番強く思うのは、ただ計画を上げて、市⾧公室が
そのような感覚になって、みんなを引っ張っていくぞという機運は見られるんですけれど



も、こういう問題に関しましては全庁挙げてバックアップして、そういった目的を持って
いかなければならないと思うんですけれども、その辺のリーダーシップとしましては、市
⾧公室はどのように考えておられましたでしょうか。 

○菅野市⾧公室⾧ 

今御質問いただいたように、一本柳に関しましては今回の五次総の中でも重点的な項目と
して取り上げております。これは市⾧公室だけが単独で行うのではなくて、庁舎全体のい
ろいろな関連する課がございますので、それらの部分とスクラムを組みながら全力を傾け
て邁進していきたいと考えてございます。 

○佐藤委員 

特別説明資料から三つほどお聞きいたします。 

21 年度は交付税も減って、税収も減って、大変だった。それからソニーにも 2 億円返した
ということでは大変なやりくりをしたんだなというふうに思ってお聞きしていました。当
初予算では 10 億円を取り崩す計画だったけれども、取り崩さないで済んだという報告もあ
りましたが、どのようにやりくりをして取り崩さないで済んだのか。新しい委員もおりま
すので、私にもわかるように説明をしていただければというふうに思います。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

ただいま御質問にありました、財政調整基金を取り崩さずに何とか決算を迎えたというこ
とに関しまして、お答え申し上げます。 

いろいろな要因があると思っております。まず、国の経済対策に連動した事業を実施する
に当たって、これは通常よりも充当率の高い補正予算債というものを充当することができ
たこと。それと、当初組んでいた事業に関しましても、税収の減が要因となるんですが、
これに対して減収補てん債を充てるということ。それと、先ほど申し上げましたが、国の
経済対策絡みで各種交付金がございました。当初、一般財源を充当することを予定してお
りました事業について、これら減収補てん債であるとか各種交付金を組み合わせて充当す
ることができたということが大きな要因なのではないかというふうに分析してございます。
以上でございます。 

○佐藤委員 

国の予算というか計画をにらみながらきちんと計画を立てて、何とか形として残してきた
という努力はこれからもぜひ両にらみで続けていっていただきたいと思います。 

それから二つ目、16 ページの市債の残高なんですが、20 年は 200 億円を切っているんで
すね、残高。しかし 21 年度がふえているという状況がわかったんですが、これからの推移
というのは見通しがあれば教えていただきたいと思います。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

それでは、御質問にお答えいたします。 

21 年度の市債残高なんですが、こちらは 20 年度からの繰り越し事業の分、繰り越した事
業で 21 年度に発行した地方債の分も含まれてございます。21 年度に組んでいた事業に関
しまして、こちらで 22 年度に繰り越した事業というのは、22 年度に地方債を発行する分
もまだ多数ございます。こういったものも含まれると、残高というのは、当然償還の分も
あるんですが、若干ふえるのかなというふうに思っております。以上でございます。 



○佐藤委員 

若干ふえると。過去最高だと 211.6、平成 15 年というところがありますけれども、借金が
ふえるということは、いろいろな意味で余り居心地がよくないわけですけれども、こうい
うところでは大体 200 億円ぐらいのところで推移していくということなんでしょうか。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

先ほどの説明、ちょっと足りなかった部分があったかと思います。21 年度分に関しまして
は減収補てん債の発行という特殊事情があって、大幅に発行した部分もございました。今
後の状況にもよるかと思うんですが、見通しとしましては、今後減収補てん債の発行とい
うのは抑えられていくと考えておりますので、先ほどふえるのではないかということを申
し上げましたが、むしろ減る方に動くのではないかなというふうにも考えられます。以上
です。 

○佐藤委員 

前の質問のときのお話と一緒なわけですけれども、国の政策の中でのいろいろなやりくり
という情報を機敏にとらえながら、借金をふやさないという方向で頑張っていただければ
いいと思います。 

次、17 ページです。経常収支比率ということで、80％を超えると危険ラインとみずから書
いてありますが、大変危険な数字だというふうにこれだけでとらえるんでけれども、一方
で、財調が 60 億円ぐらいあるということの、私の感覚ですよ、貯金がこんなにあるのに何
でこんな数字なのということがあるんですが、これも新人議員にも私にもわかるように教
えていただきたいと思います。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

経常収支比率なんですが、先日から説明させていただいていますとおり、21 年度は 99.8％
で、20 年度と比べますと 4 ポイント悪化しているということになります。 

まず、経常収支比率の算定方法から触れていきたいなと思っておるんですが、これは経常
経費充当一般財源、これを経常一般財源総額で割ったもの、それに 100 を掛けたものがパ
ーセントであらわせるということになっております。今回の要因としましては、経常収支
比率の上昇につきましては、改善要因となるべき経常経費一般財源の減額よりも悪化要因
としての経常一般財源総額の減額が大きかったことによるものだと考えております。  

これを計算する際の基礎となる部分なんですけれども、これは全国一律に行われておりま
す地方財政状況調査、いわゆる決算統計という統計調査があるんですが、こちらの統計調
査を行うに当たって歳入歳出の各費目を経常的なもの、あと臨時的なものというふうにそ
れぞれ分類整理したものを用いて計算していく。ですから、費目 1 本 1 本、それが経常的
なものなのか臨時的なものなのかというふうに区分けをした上で、それを積み上げていっ
て計算するという仕組みになってございます。これはまだ完全に検証というものが終わっ
ているわけではないんですが、私見ということでお聞きしていただきたい部分ではあるん
ですけれども、臨時的なものと経常的なものと区分けするに当たって、それぞれの地方公
共団体によって若干主観的な判断というのが入る部分があるように思われます。それと、
これは全国統一した作成要領に基づいて経常と臨時の分類の仕方というものをしていくん
ですけれども、その分類の仕方にもちょっと疑義が生じるような箇所があるように感じら
れております。 



御指摘のように、一般的には市では 75％が妥当で、80％を超えると財政構造の弾力性が失
われると言われております。参考までになんですが、総務省で公表しております平成 20 年
度財政状況類似団体比較、これは多賀城市と同じような規模、産業構造等を持った団体で
の決算を比較したものなんですが、そちらを見ますと、20 年度という参考数値なんですけ
れども、ほかの類似団体の平均ですと 93.9％となってございます。ですから、ほかの類似
団体も結構高い状態になっているということが言えると思います。 

ただ、経常収支比率なんですけれども、昨今の地方税制度の変更等によって、経常収支比
率の意義というのも大きく違ってきているのではないかと思われるんですが、その部分に
関して特に考え方が変わったということもございませんので、従前とその考え方を少し違
ってとらえる必要があるのではないかという思いもしております。しかしながら、まだ主
要な財政指標の一つだというふうにされておりますので、21 年度の数値というのは真摯に
受けとめて、今後その改善というものに努めていきたいと思っております。以上でござい
ます。 

○佐藤委員 

何年か前から、多賀城の財政は夕張のようになるというようなことを言われて、一方で市
民の心情からすれば脅かされてきたというような気もしないでもないんですけれども、皆
さんの努力で貯金も残しながら何とか頑張って運営をしているという点では一定の評価が
あるのかなというふうに考えながらお聞きしておりました。 

60 億円の財調というのは決して少なくない金額だと思うんですけれども、目的別の財調も
ありますから簡単に何でも使えるものではないと考えるんですが、これは一応市民が何か
あったときに安心していいんだよと言える数字なんですか。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

基金に関してということなんですけれども、佐藤委員おっしゃっている 60 数億円というの
は基金全部合わせた額ということで、財政調整基金ですと 16 億 9,000 万円ということに
なります。この金額が多いのか少ないのかということなんですが、いろいろなとらえ方が
あろうかと思います。ただ、現下の経済情勢なんかを考えますと、必ずしも多いとは言え
ないんじゃないかと思っております。 

不測の事態に備えてということもありますし、今後行う事業、特に起債なんかが起こせな
い場合、こういったものを充てていかなければ事業が成り立ちいかないということもござ
います。そういった意味で、16 億円、財政調整基金に関してなんですが、16 億 9,000 万
円あるというのは、差し当たり市民の皆さんにとっては安心していただいてよろしいので
はないかというふうな金額としてとらえてございます。 

○佐藤委員 

わかりました。説明するときには心がけながらそういうお話をしたいと思います。多くも
ないのではないだろうかというお話の中からこれだけ頑張ってやってきているということ
は、さまざまな市民の要求も考えながらということでは、またひたすらこれからも皆さん
方で頑張って努力をしていただきたいと思いますので、健康に気をつけて頑張ってくださ
い。 

○藤原委員⾧ 

そのほか。  



○吉田委員 

一つは、財政力指数について伺います。二つ目には、経常的経費について伺います。3 点目
に、経常収支比率について伺います。 

まず、資料 8、12 ページの関係で、財政力指数について伺います。 

12 ページの決算分析指標等推移の普通会計についての資料からこの番号 5 のところの財政
力指数について伺います。標準的に収入すると考えられる基準財政収入額を財政需要額で
ある基準財政需要額で除した財政力指数について見ると、平成 21 年度は 0.736 で、前年
度より 0.020 ポイント上昇しています。ここに示されている各年度の数値を見て、平成 12
年度から記載されていますが、平成 12 年度から 21 年度までの 10 年間で、その財政力指
数の 1 に一番近く今年度の決算においては財政力が強く示されている数値になっておりま
す。これらについてどのように見定めておられるか伺います。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

財政力指数の計算の方法なんですけれども、こちら、おっしゃるとおり、基準財政収入額
を基準財政需要額で割ったものでございますが、この基準財政需要額なんですけれども、
こちら臨時財政対策債振りかえ後のものだというふうにとらえていただきたいと思ってお
ります。したがいまして、臨時財政対策債の発行可能額がふえれば、それだけ基準財政需
要額の額が減少することになります。そうしますと、分数で言うと分母の方が小さくなっ
ていくということになるわけです。 

そういったことが考えられる大きな要因として、21 年度、臨時財政対策債がかなり大きな
額だったものですから、そういったこともあって 21 年度は数値が大きくなっていると考え
られるかと思っております。  

○吉田委員 

先ほども述べましたけれども、この 10 年間で一番数値的には 1 に近い指数であって、今も
答弁の中で若干内容について触れられましたが、基準財政収入額と基準財政需要額との関
係で見た場合において、この 10 年間トータルでながめて見て、どのように先ほどは見定め
ておられるかというふうに伺ったんですが、評価されておられるかについて、さらに突っ
込んで見解、所見を聞いておきたいと思います。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

それでは、御質問にお答えいたします。 

これに関しましては、どうしても計算方法、用いる数値、そういったこともございますの
で、そちらの影響というものも非常に大きく受けていくものかなというふうに思っていま
す。臨時財政対策債に関しましては、地方財政制度によって影響を受ける部分ということ
もありますので、なかなか読みづらい部分があるのかなと認識しております。 

○吉田委員 

私も状況、内容等々わかっているつもりですが、このような成果をあらわしていることは、
一つの財政分析上の見る視点として重要な数値であるというふうに押さえて、今後とも努
めていただければと思っております。 

次に、資料 6、監査委員の関係の資料の 6 ページの関係で、経常的経費について伺います。 



9 ページの資料の一番上の欄の数字にもありますけれども、前年度に比べて 1 億 5,346 万
円減少しているわけです。経常的経費と臨時的経費の構成比率は、記載のとおり 71.40％
対 28.60％で、経常的経費の割合を前年度と比較すると 11.42％低下しております。財政
構造の弾力性が回復していると見られる数値であるわけですが、どのような評価をされて
おられるかについての考え方を伺います。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

経常経費の減少の要因なんですけれども、余り大きくない部分を先に申し上げますと、ま
ず人件費の部分で減少している。これは人事院勧告に基づいた給与の抑制であるとか職員
数の減少ということがあって人件費の方は減額になってきている。それと、大きな部分と
しては、東部衛生処理組合に対する負担金が減額しているということがございます。それ
と、公債費に関しまして、一般単独事業債の償還終了ということもございましたので、こ
の分、経常経費の方は下がっているということが言えると思います。 

○吉田委員 

確かに内容はそれらの要因によってこれらの計数が示されているわけですけれども、先ほ
どちょっと触れましたけれども、財政構造上の弾力性についての件でありますけれども、
これらの性質上からして、財政構造についての回復傾向というのは、ここでの数値で見る
ならば、経常的経費について見ると回復していると見ていいのではないかと判断しており
ますが、このことについての見方について、もう一回伺っておきたいと思います。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

経常経費に関しましては、21 年度に関しては若干崩してしまったものではあるんですが、
プライマリーバランスを黒字に保ち過ぎてきたということで、将来償還をしていくべき公
債費というのがどんどん減ってきている。減ってきている中で切り取って見ていくと、そ
の部分、プライマリーバランスを黒字に保ってきたということが公債費に関しての減額と
いうものにつながってきているのではないかというふうに考えております。 

○吉田委員 

そこで、平成 21 年度の決算状況というのは、今後においても同様の推移を見込めるような
判断に立っているのかどうか、その辺の見通しについて伺っておきます。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

財政構造上の弾力性に関して、今回、経常収支比率という形での数値は余りいいものでは
なかったというふうに認識してございますけれども、御指摘いただきましたように、経常
経費の方は減少傾向にあるということが認められると思います。経常経費の減少というの
は、今後の財政構造の弾力性ということにつながっていくというふうに考えております。
これは、行革の取り組みであるとかプライマリーバランスを黒字に保つということが行政
改革の一環だというふうに認識しておりますが、そのような取り組みなんかを通して回復
しているということを踏まえまして、今後ともそのような努力をしていきたいと考えてご
ざいます。 

○吉田委員 

わかりました。 

次に、経常収支比率についてですが、資料 8 の 12 ページの資料をもって伺います。 



先ほどの番号の 10 の欄です。全体を見ると経常経費充当一般財源が減額したわけですけれ
ども、財源総額の減額がこの経常経費充当一般財源を大幅に上回っているわけです。その
ことにより指標の悪化につながっていると内容的には判断するわけです。 

経常一般財源の減額の内容ですが、市税の大幅な減額が一つあります。その市税の大幅な
減額の内容で大きな金額は、法人市民税 7 億 7,000 万円の減額、一方、二つ目には、普通
交付税の減額の要素があります。それは普通交付税が前年度に比較して 5 億 3,000 万円減
額されております。 

よって、このような中身であるわけですから、経常経費充当一般財源が減額しても、それ
を大きく先ほどの市税と普通交付税の大幅な減額によって経常収支比率が悪化するという
内容になっているわけです。ここにも明記されているとおり、平成 20 年度の比率は 95.8％、
21 年度の決算では 99.8％で、前年度に比較して 4.0％悪化しました。このような二つの比
較の中身で実態を見ているわけですが、そのような実態にあるということでの判断でよろ
しいかどうかについての考え方を伺っておきます。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

委員御指摘のとおりでございます。 

○吉田委員 

そこでなんですが、今後の推移についてだけ 1 点伺っておきます。このような経常経費充
当一般財源が減額しても経常一般財源総額がさらに大幅に減額するという傾向でことしの
決算が示されているわけですが、今後の推移についての動向は、これをどのように見てお
られるか。言うならば、改善の方向が見通せるのかどうかについて伺います。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

それでは、お答えいたします。 

21 年度に関しましては、御指摘のとおり、交付税の額が減少している。もちろん、それは
20 年度の企業業績がよかったということもあって、それが反映されている。交付税に関し
ては、前の年度の収入額が反映されてくるということでございますので。21 年度に関しま
しては税収が下がっているということもありますので、22 度に関しては交付税の額が、そ
の返りで大きくなってきているわけでございます。 

交付税なんですが、御指摘のように経常一般財源総額の方に含まれていくことになります
ので、はっきりしたことは申し上げられないんですが、見通しとしては若干改善していく
のではないかなというふうに見ております。以上でございます。 

○竹谷委員 

私は、財政の問題について、角度を変えて若干質問したいと思います。 

まず、多賀城市は少なくても 4 年前に財政悪化を危機として緊急再生戦略というものを打
ち立てました。あの打ち立てたときには、今や多賀城の財政は危機にある、どうしても立
て直さなければならない、その中にあって、どうしても駅前だけはやっていかなければな
らないけれども、あとはできるだけ重点方式でやっていこうという戦略だったと思います。
そして、義務的経費を初めとする経費についてはできるだけ削減をしながら、歳出を抑制
していこう、市債についてはプライマリーバランスを保ちながら、多賀城の財政を構築し
ていきたいというこの基本姿勢があったと思うんですけれども、確認をしておきたいと思
います。 



○菅野市⾧公室⾧ 

確かに、今委員おっしゃるとおり、緊急対策の部分ではそのような内容で取り組みを行い
ました。 

○竹谷委員 

そのことによっていろいろな市民に対するサービス低下もないとは言われないものがあっ
たと思いますけれども、そういうものを的確にとらえながら今日まで行ってきた財政運営
の中で、どのような目玉的な、目玉というよりも重点施策でやってきて、今日その取り組
みの成果がどういうぐあいに今決算において反映してこられたのか、この辺についてどの
ように評価をしているのか率直にお伺いしたいと思います。 

○菅野市⾧公室⾧ 

まず、歳出面での目玉といたしましては、仙石線の連続立体交差事業であるとか、そうい
ったものに関しては重点的に配分をしてまいりました。その結果、御承知のとおり、上り
線が高架になりまして、また来年には下り線の方も高架の見通しがついているという状態
になっています。 

一方におきまして、歳入面であるとか総合的な話になりますけれども、有利な起債をでき
るだけ活用しながら、財調の部分はできるだけ取り崩しをしないような形でいろいろとや
ってまいりました。そういった結果、今現在、先ほども述べましたように、財調関係が 16
億 9,000 万円ほど積立があるということで、さらに市民の方々に市民サービスの低下とい
うことを招かないようにいろいろやってきたこともあります。さらに、市民協働というこ
とで打ち立ててやってきたこともありまして、その中において市民活動サポートセンター
を設置したり、そういった部分でのソフト事業を今後展開するような、そういった目玉事
業の方もやってこれたのではないのかなというふうなことで、おおむね良好な形で財政運
営的なところではやってきたと考えております。 

○竹谷委員 

財政の推移から見ると、どういうふうな状況になっていますか。当初あなたたちが私たち
に説明した当時の財政指標と改善すべきだという指標があったはずです。その推移の状況
はどういうふうになっておりますか。  

○菅野市⾧公室⾧ 

緊急経済対策の際は、基金そのものがだんだんと枯渇していくだろうというふうなシミュ
レーションを立てておりました。これにつきましては、先ほども申し上げたとおり、有利
な起債、いわゆる後年度交付税で、基準財政需要額の方で見てもらえるような起債を活用
するなど、その辺、臨機応変に対応してきたというふうなことでございます。 

○竹谷委員 

今後の見通しを考えた場合に、今言ったようなことだけでは済まないのではないか。みず
からがどういうような施策を持ってやっていくのか。私は、21 年度決算については、財調
も崩さずに国のあらゆる制度の有効的な資金を活用して、今までにない 200 億程度の事業
もやったということは評価しているんです、ある意味では。私もやはり、こういう時期は
自分のお金を使うよりも国の財政を大いに活用できるものはして、ある意味では借金を余
りしてはいけないという議論もありますけれども、裏起債として、必要であればそれを投
入してでも市民の福祉とサービスにつながることであれば大胆にやっていかなければなら



ない、これが私は多賀城だけでなく地方に課せられた財政の仕組みだと思うんです。これ
を大いに活用してきたということは、私はそういう意味で評価したいと思う。 

ただし、それだけではならない。今後やはり、どういうように国の情勢がなっても多賀城
が健全な財政でやっていける、これだけはやっていけるんだという自信と誇りを持った指
標がなければできないと思いますし、それをやるためには、どういう具体的な施策を講じ
ていくのかということが私は今求められていると思うんです。その辺について私今伺って
いるところです。いかがでしょうか。 

○菅野市⾧公室⾧ 

お答えいたします。  

今委員おっしゃるとおり、多賀城市といたしましては国のいろいろな制度を活用して、特
徴的なことを一つ例を申し上げますと、地域活性化・公共投資臨時交付金の一部を今回基
金に積み立てたというのが一つの大きなものかなというふうに考えております。他市町村
に先駆けて、国の制度を非常にうまく活用して、今現在 4 億ほどの基金を積み立てて、後
年度、いろいろな公共投資の部分の方に活用できるというふうな、そういったこともやっ
てございました。 

ただ、平成 20 年度から国の方が経済危機対策というふうに大きくかじが切られたことに伴
いまして、それに臨機応変に我が市の方は対応してきた。問題は、この経済対策絡みの国
の方のいろいろな基金であるとか交付金がいつまで続くのかということは非常に見通しが
立たないわけであります。したがいまして、我々、4 年前に緊急対策という形で、まず絞れ
るところはきちんと絞ってもう一度やっていかなくてはいけないというところのたがが少
し緩んできている可能性もありますので、行政改革という観点をもう一度見つめ直して、
むだであるとか、見直すべき事業であるとか、そういうものがないのかという部分を総点
検するために事務事業評価というものを取り入れているわけですから、その中で本当に市
民のためになる事業が何なのか、あと今まで慢性的にやってきた事業が本当に今後も必要
なのかというふうな、そういった行革の観点を入れながら対応していきたいと考えており
ます。 

○竹谷委員 

あなたがおっしゃるようにやっていかなければならないのが緊急の対策ではないかと思う
んです。4 年前につくった緊急再生のシミュレーション等々は、あの時点では生きたと思う。
あの時点ではそういう視点に立たなければだめだったと私は理解しております。よくあそ
こまで思い切った戦略をつくったなという意味では、ある意味では評価しております。 

だけど、今政権交代をし、これから多賀城として多賀城インターチェンジの誘致をやろう
という大きな政治目標がある。これには国だけの財政を頼っていては私はできないだろう
と。多賀城としてどうしていくのか。それに向けて多賀城の財政はどうやっていくのかと
いうことが私は大きく問われると思うんです。そういうことから、少なくても 4 年前につ
くり上げたあのシミュレーションをもう一度再点検をして、今後あるべき 5 年間のシミュ
レーションをつくって、その中で多賀城の行財政改革をどう進めていくかという指針を今
出すべきときではないかというふうに私は思うんですけれども。それは公室⾧に聞いても
政策的なことですので三役にお聞きしなければならないと思いますけれども、市⾧という
よりも副市⾧がそこで「私しゃべるわ」という顔していますから、副市⾧からその辺につ
いてお伺いしたいと思います。 

○鈴木副市⾧ 



確かに、経済情勢もさることながら、国の地方に対する施策もさまざま変わってまいりま
す。そういったときに、今おっしゃられたように、4 年前のシミュレーションがそのまま生
きるのかどうかということについては、その時点時点でやっぱり見直す必要があるだろう
と思っております。試算はこれから作業させていただこうと思っておりますけれども、た
だ、今の変化が余りにも激し過ぎて、極めて⾧期的な見通しというのは正確性がどれほど
とれるのかということもいささか心配なところはございますけれども、その辺のところは
財政サイドの作業として十分検討し、将来を見据えてまいりたいと思っております。 

○竹谷委員 

なぜそういうことを申し上げたかというと、先ほど経常収支の問題もお話にありました。
今回の予算で、特別資料でその辺の問題はここにあったときちっと出していただいた。こ
れはすばらしいことだと思うんです。やはり包み隠さず、こういう状況だからこうなった
んだということを明らかにしていくことが議会と当局の財政に対する一つの考え方が理解
し合えるのではないかと思いますので。これは、これからも続けていってほしいなという
のはあります。 

22 ページの一般財源の推移を見ますと、今回国の対策なかったら大変なことになっておっ
たんです。私は先ほど、大いに活用して大したものだというふうに評価をいたしましたけ
れども。税収は減る、交付金は減る、何もかにも減っていった。そこに臨特債なり、緊急
雇用の何とやら、いろいろな国の施策が出て、それをうまく食いつないだ。しかし、それ
はいつまでも続くものではないという発想があるから、今言ったように今後の財政、今副
市⾧の答弁では、⾧期的にはいろいろ変遷があるけれどもということは理解するんですけ
れども、少なくても 5 年ぐらいの推移を見て、その中で毎年いろいろな変革あるいは改善
していく分は改善していってもいいですから、大きな大綱目標を見つけておくことが大事
ではないかと。 

それで、いろいろ問題になってくるのが、この 4 年前につくった中で、いろいろな施設を
民間委託する、民間協働やる、いろいろなものを書いて、ここに来たわけです。ですから、
現在の中でそのときの発想が、まさしく市民福祉のため、市民の社会教育のためにいいの
かということを私はそれもやっぱり点検する必要があるのではないかと。市民のニーズが
変わってきておりますので。そういう点もやることが大事ではないかと思いますので、こ
れは答弁要りませんけれども、そういう視点でもう一度検討していただければというふう
に思いますので、よろしくお願いをしたいと思います。 

○藤原委員⾧ 

11 時 10 分まで休憩といたします。 

午前 10 時 54 分 休憩  

 
午前 11 時 09 分 再開  

○藤原委員⾧ 

それでは、議事を再開いたします。 

○竹谷委員 

先ほど緊急戦略の関係をもう一度検討して、5 年なりの計画でもう一回考えたらいいのでは
ないかということをお願いいたしました。もし早急に検討してでき上がったものは、議会



の皆さん方にもお示ししながら御意見をいただいて、修正しながらその姿をあらわした方
がよろしいのではないかと思いますので、その辺も一つ当局としては頭の中に入れて進め
ていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○菅野市⾧公室⾧ 

その方向性で進めたいと思います。 

○竹谷委員 

これらの問題については、あとそれが出た段階でやりますが、少なくても、基金の資料が
出ておりますが、作成したときの基金の内容についても見ますと、財調については当時よ
りも 2 億円ぐらい膨れているような感じもありますし、基金の活用もそれなりにやってき
たと思います。そういう点の成果と反省というものを私はしておくべきではないかと思い
ますので、作成に当たっては特に反省と成果、これからこういうことに課題があるという
ことを視点に置きながらこうやったという物のつくり方をしていただきたいと思います。 

先ほど私も、今回の決算はよく国の財政を活用しながら多賀城の財政をうまく締めながら
約 200 億円の決算となっているように見えますけれども、私が一番心配しているのが、こ
れらの政策に連動して地域経済がどのような波及効果をもたらしたのか、これが私は多賀
城市としても大事ではないかと思うんですけれども、その辺の調査はいたしているんでし
ょうか。 

○菅野市⾧公室⾧ 

残念ながら、市独自で市内の経済動向がどういうことになったかという調査はしてござい
ません。 

○竹谷委員 

少なくともこれだけの予算を活用しながら、財調も 1 億積み戻ししてやってきた決算です。
少なくてもその波及効果というのを概要でもいいから把握しておくことが大事ではないか
と。そのことを一つの視点として、多分今後 23 年度の予算編成に当たっては、21 年度の
この決算をある程度はベースにしながら、そういう課題と反省、成果を求めて、成果とし
てはより推進していくような方法を持っていく、これが決算と当初予算との兼ね合いでは
ないかといつも見ているんです。そういう意味では、これだけの国の対策というものを講
じてきたとすれば、それが多賀城にどれだけの波及効果があったのかということを私は賢
察しておく必要はあると思うんです。それは市⾧公室でやるのかどこでやるのかは別とし
て、市全体としてそういうものをある一定の概括をつかんでおって、その上に立って 23 年
度の予算編成に当たってはそれを参考にしなければ、単なる数字のデータに終わってしま
うのではないか。21 年度はこういうものをやって、こうやった。こういうことをやった、
ではそのフォローはどうなっているのかというのを何もしていないとすれば、ただ数字だ
けの決算になってしまうのではないかと思う。少なくとも大規模改修なりいろいろなこと
をやってきたわけですから、そういう点での経済波及効果というものを私は……。もし今
やっていないとすれば、少なくともそこの視点まで踏み込むべきではないかと思うんです
けれども、いかがでしょうか。 

○菅野市⾧公室⾧ 

委員おっしゃるとおり、その辺、私も懸念しているところではございます。ただ、アウト
プット的なことを申し上げますと、定額給付金に関しましては商工会の商品券をつくりま
して、市内の方にそれだけの経済効果があったということが一つ挙げられるかなと思いま



す。また、工事の発注率も 90 数％が市内の業者の方に発注しているということもありまし
て、それなりに経済効果はあったんだろうという思いはあるのですが、それをやった結果、
具体的にどういう効果があったのかというアウトカムの部分に関しましては、今委員から
おっしゃられたような統計データとかなんかではとってございません。 

ただ、そのままでいいのかということになりますと、何らかの形で……。国の方でよくモ
ニタリングであるとかなんかということで経済効果のことをやっておりますので、そうい
ったいろいろな指標であるとかなんかが得られないかどうかというのは検討してみたいと
思います。 

○竹谷委員 

なぜ私がその視点になったのかというのは、消費税交付金ありますね、国から来る消費税
の関係。地方消費税交付金、これを見たときに、補正で減額はしたんですけれども、その
波及効果は多賀城市内にあったのかなと。少なくとも消費の拡大であれば、ここに大きな
数字が上がってこなければいけないのではないかなという見方をしたから、そういう視点
も大事ではないのかなと。やりっぱなし、とりっぱなしではだめじゃないかと。なぜそこ
がここに数字が上がってこないか。数字が上がってこないとすれば、22 年度に、この数字
はこういうぐあいに変わってくるんだという説明があってもしかるべきではないのかとい
うふうに私は思うから、波及効果はどうですかというふうにお聞きしたわけです。 

それから、現状は余り大きな声では言いたくないんですが、現状の多賀城の中小企業は大
変厳しい状況になっております。それを見た場合に、果たしてそのことが地元の商工業者
の企業の経済効果としてどう出てきたのかということは物すごく疑問に思っているからお
聞きしたんです。ですから、そういう点を把握しなければ次の手は打てないのではないか。
そういうふうに思うから、少なくともここ数年、企業のいろいろなこともありました。不
慮の事故もありますので。こういうものを助けてあげなければいけないというのが多賀城
市としても大事な施策ではないかと思うからお聞きしたんですけれども。 

やっていないとすれば、単なる口先だけでなく、こういうぐあいにちゃんとやって、こう
いうフォローをしてきたんだということを私は決算の中では質問されたとき明らかにでき
るような方法を構築しておくべきではないかと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

○菅野市⾧公室⾧ 

その辺も含めて研究させていただきたいと思います。 

○竹谷委員 

総合的なのを最後にしたいと思いますが、8 の 31 ページです。毎年取り上げてきておりま
す問題で恐縮ですが、やはり多賀城市の歳出をある意味では削減をしていかなければいけ
ないという問題。ですから、人事院勧告で職員の給料削減が出て、私は余り好ましくない
なと。ある一定の職員給与を確保して、元気な姿勢で、できるだけ時間内で事務を済ませ
るような体制をつくることが大事ではないかという視点でいつも質問させていただいてい
るんですが、今年度も大変恐縮ですが職員の時間外について、月 1 人平均何時間なのか、
最大と最少はどういうふうになっているのか、お伺いしたいと思います。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

お答え申し上げます。 



まず、人件費の相対的なお話をさせていただきたいと思ってございます。20 年度の 21 年
度の決算を対比しますと、人件費の総額では約 4,567 万円ほど減額となってございます。
これにはさまざまな要因がございまして、先ほど竹谷委員おっしゃったように、昨年 2 回
の人事院勧告がございました。それから、人件費の中にはさまざまな項目がございます。
例えば報酬という項目がございます。この報酬につきましては、報酬は全体的に見ますと、
ふえてございます。これは非常勤職員が年々ふえているという状況がございます。逆に、
給料では約 5,500 万円ほど減ってございます。これは職員の分の給料です。それから、職
員手当等につきましては、今委員おっしゃいました、当然ここの中には期末勤勉手当、そ
れから職員の時間外、これらも入ってございますが、全体としては人勧の影響がございま
して、6,100 万円ほど減ってございます。 

それから、共済費という項目がございますが、共済費につきましては、これは職員の社会
保険料、それから年金とかも入ってございますが、これらは年々ふえてございます。負担
率が年々上昇してございまして、これにつきましては約 2,500 万円ほどふえてございます。 

それから、退職手当組合負担金でございますが、これも、今県内全体で団塊の世代の退職
者がふえてございまして、退職手当組合の負担率も上昇してございまして、約 3,200 万円
ほどふえてございます。 

それらの要因を総括しますと、先ほど申し上げました、全体としては 4,500 万円ほど減っ
てございます。 

その中で時間外勤務手当の件でございますが、21 年度の実績で申し上げますと、総体とし
ましては、決算ベースで 2,400 万円ほど増額となってございます。職員 1 人当たりの時間
数でございますが、対象職員数が 367 名ございます。1 人の年の平均時間数でございます
が、164 時間ほどでございます。月に直しますと、1 人当たり月 13.7 時間という数字は残
してございます。以上でございます。（「最大と最少」の声あり） 

1 年間に最も時間外をした時間数でございますが、年で申し上げます、650 時間ぐらいでご
ざいます。それから、少ない人は 100 時間もいかない職員もございます。 

○竹谷委員 

そうしますと、人件費全体でお話ありましたので、それでお聞きしますが、少なくとも決
算ベースで 4,500 万円程度が減になっているけれども、外部要因で退職手当とかそういう
のを上げざるを得ないという外部要因も、これがもし上がらなかったと仮定した場合に、
約 1 億円ぐらいの減額になっているというふうに試算するんですけれども、そういう見方
をしておいてよろしいのでしょうか。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

先ほど申し上げました、例えば共済費、それから退職手当組合負担金の率が変わらない状
態だということになれば、今竹谷委員おっしゃったとおり、そういう数字が出てくるのか
なと思ってございます。 

○竹谷委員 

時間外ですが、年 1 人で一番大きいので 650 時間。ちょっと多いですね、平均からいくと。
4 倍半ぐらいか。これは、人数的には 10 人か 20 人なんですか、それとも特定的な、こう
いう作業があって、ここは集中せざるを得なかったという要因があったんですか。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 



昨年度の時間外のふえた要因でございますが、まず国のいろいろな施策、方針等の変更が
ございました。例えば定額給付金の支給事務。それから、先ほど来議論になってございま
す地域活性化・経済危機対策に要する補正予算。それから、昨年は 2 回の選挙もございま
した。衆議院選挙、それから宮城県知事選挙。あと、今年度は大規模な国勢調査に当たっ
ていますので、それの準備もございました。そういう国のいろいろな施策が影響してござ
います。 

それから、多賀城市独自のいろいろな業務を今進めてございます。例えば第五次総合計画
の策定に要する経費。それから、総合行政システムを 10 月入れるわけでございますが、そ
れのいろいろなデータの移行作業がございまして、それらの分でふえているということで、
主に管理部門の方の業務がふえているのかなという見通しは持ってございます。 

○竹谷委員 

そうしますと、要因としてはそういう専門的な問題があって、みんなで分かち合ってやっ
ていけないような環境にあったというふうに理解せざるを得ないんですけれども、そうい
う理解の上に立ってほしいというふうに答弁あったんじゃないかと思うんですけれども、
お互いでみんなでやろうやというものにはなじまない課題が多かったというふうに解して
おいてよろしいですか。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

一方では、確かに専門的業務になるわけでございますが、ただそれは担当する課において
は当然 1 人の職員に集中するわけではなくて、課、係、それから例えば部内の中でも相互
応援協定なんかの中でやっている中でございまして、特定の職員だけがということではな
いわけでございまして、先ほど申し上げました管理部門の中で、そこの課全体がそういう
ふうにふえているという状況でございます。 

○竹谷委員 

非常勤職員がふえたということは、選挙とかそういうもので非常勤職員を導入したという
ことでしょうけれども、通常ではそんなにないというふうに解しておきたいと思います。 

これだけ決算から見て、私はいつも思うんですけれども、できるだけお互いが分かち合い
でがら、総合力でやっていく体制を築くことが大事ではないか。そのことがバロメーター
として、私はいつもいろいろなところに行っても見るんですけれども、時間外の各課の動
向というものを参考に見させていただくんです。それを見ると、どうなっているか大体出
てくるというふうに、私の見方としてはそういう見方をしているので、私が今質問して回
答をいただいた段階では、もうちょっと分散できるような仕組みをつくっておくことが大
事ではないのかということを指摘をしておいて、質問を終わります。 

○森委員 

今竹谷委員の方からも質問がありました同様の内容になるかもしれませんが、依存財源に
つきまして、まず 21 年度に関して国庫支出金、県支出金がふえている。緊急経済・雇用対
策等 1、2 ということで何とか急場はしのいだと。その結果が依存財源と自主財源の差が若
干厳しくなったというふうなことであります。 

この中で国庫支出金、県支出金の性質なんですが、この二、三年の中で単年度の使い切り、
それから複数年度の使い切りという内容があるんですが、複数年度の使い切りに関して、
何％ぐらいあるものでしょうか。わかる範囲でお答えいただければと。 



○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

申しわけございません、把握してございません。 

○森委員 

では、違う角度から聞きたいと思います。 

今の複数年度における、基金なりに一回積み立ててというところだと思います。それが繰
越明許等で事業として残るという形になります。そうしますと、あえて複数年度分に関し
て国の対策を待たなければいけないということ。あとは単年度事業としてどういうふうに
進めていくかという形でいけると思います。 

今、国の方で話題になっております一括交付金の考え方、これに関して村井知事が意見を
述べたところでありますが、その考え方、一括交付金についてどのような考え方をお持ち
になっているか、お答えいただければと。副市⾧、よろしくお願いします。 

○鈴木副市⾧ 

一括交付金につきましては、総額がどうなるのか、あるいはその総額の中でどのように分
け合うのか、分かち合うのか、そのルールが示されておりませんので、内容はちょっと把
握できていない状況にはございますけれども、ただ報道によりますと、従来の補助金の 7
割ぐらいだという話もありまして、とにかく地方としては従来どおりの補助金 100％、総
額が交付されるように、それを望むところでございます。内容については今のところ把握
し切れておりませんので、申しわけございません。 

○森委員 

地方が使い勝手のいい交付金ということで提案されまして、その 7 割というところが問題
になっているところであります。実際、3 割を負担をしていってということ、ないし 3 割か
ら 5 割とか、その割合によって違うんですが。繰り越し事業が続いている。その間、歳出
でもずっと行財政改革戦略等で歳出は歳出で考えていく、ただし歳入については、先ほど
も答弁の中で、見通しがなかなか立たない状況であるということであります。その辺の一
番気になるところが交付金の行方でありまして、地方が使い勝手のいい交付金であってほ
しいと願うところであります。 

その辺の考え方として、まず市の方向性としては、事業、ソフトとハードとあるんですが、
その辺、補助金の見通し、なかなか難しいところはあるんですけれども、今回の五次総の
中でも多分出てくるところであります。歳入に関しては非常に難しい。ただ、自主財源を
どう求めていくかというところで、先ほど竹谷委員からも質問がありました。まず、歳入
について補助を受けて、経済対策とどのように結びつけていくのか。この間、自主財源を
どう求めていくのかというところでありますが、再度そのことについてお答えいただけれ
ばと思います。 

○菅野市⾧公室⾧ 

自主財源の確保につきましては、一本柳の今後の工場団地化であるとか、それから中心市
街地の再開発絡みの部分、その辺で新た税収の先というふうに考えてございます。 

○森委員 



一本柳工場地帯と駅前再開発についてということでありますので、その辺は一般質問等で
出ておりますので、今ここではあえて自主財源、本当に必要でありますので、あらゆる部
分で確保をしていただきたいと思います。よろしくどうぞお願いします。以上です。 

○根本委員 

まず、21 年度においては国の交付金を積極的に活用して、さまざまな事業を展開した。特
に学校の耐震化も全力で大きな力を注いだということで、そういう点では評価をしたい、
このように思います。 

それで、これは普通会計決算の特別資料なんですが、15 ページ。説明によりますと、7 年
連続で財政調整基金を取り崩さなかったということでございます。21 年度の当初予算では
約 13 億円ちょっとだったですね。補正で 11 億円になって、また補正をして、その補正の
ときに見通しはどうですかと尋ねたところ、現状でわからないという答弁でございました
けれども、決算では最終的には取り崩さなかった。21 年度末で 16 億 9,000 万円、約 17
億円の財調がある、こういうことになりました。その財政運営に対しては評価をしたいと
思います。 

一方で、市債残高の推移がございます。昨年度は 197 億円、それに対して 207 億円、10
億円伸びたということでございます。財政規律を堅持する、そういう意味で、先ほど来、
お話がございました。元金ベースでは 4 億 1,000 万円の赤字。元利合計では 7 億 8,000 万
円の赤字だったということです。これまでの基本的な考え方は、基金を減らさない、借金
はふやさない。こういう考え方のもとで、基金は減らさなくて、少したまった、借金はふ
えてしまった、結果的に見ればこういう状況の中で、当初のプライマリーバランスをしっ
かり堅持していくというその考え方は今後も維持して、この辺はよほど気をつけて運営を
していかなければいけないと思うんです。財調が残ればいい、そういう問題ではないとい
うこともありますので、今後の財政運営の手法といいますか、取り組み方針といいますか、
そういうものはどういう方向性になっているかお伺いしたいと思います。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

それでは、お答えいたします。 

今回、市債残高の方が大きくなってしまった。これは 21 年度の事業を展開するに当たりま
して、国の経済対策に連動した各種事業、これを執行するということもございましたので、
それに合わせまして市債の方も多く発行している。もう一つは、減収に伴っての減収補て
ん債ということもございます。 

やはり根本委員御指摘のとおりプライマリーバランスを黒字に保つということは、原則と
してそのとおりにしなければならないと考えております。ただ、状況としまして 21 年度、
これは単年度ということもございますので、これはやむを得ない措置だったのだろうと思
っています。ただ、それに当たりましては、後年度何らかの措置、要は単なる借金になら
ないようにということで、後年度地方交付税措置があるものを中心に充当していったとい
うことでございます。 

今後、国の施策に連動していろいろな交付金等があるかもしれませんが、そういった場合
も有利な起債、どのような有利な起債を当てられるのか。同じような充当ができるもので
あれば、より有利なもの、そういったものを選択しながら、将来に負担が残らないような
形で財政運営をしていきたいと考えております。 

○根本委員 



常にそういう気持ちで、減らさない、ふやさない、こういう気持ちで取り組んでいるとは
思いますが、ぜひとも財政規律を保つという意識をしっかりと持ちながら財政運営をお願
いしたい、このように思います。 

それから、その下の財政力指数、先ほど吉田委員からもお話がございました。0.02 ポイン
トぐらい上昇したということで、若干 1 に近づいたということでございます。一方、経常
収支比率、この推移を見ますと、前年度は改善したけれども今年度は 100％に限りなく近
づいた、こういう状況があります。先ほども説明がございまして、要因に対しての説明が
ございました。22 年度を見たときに、少しは改善するだろうというお話がございました。
しかし、私はそれほど改善しないのではないかと思うんです。例えば今度の人事院勧告で、
減収、人件費は若干また減るかもしれません、しかし扶助費が伸びています。扶助費が伸
びている、こういうことがございます。また、交付税では若干、21 年度と違って増加する
可能性はあるけれども、税収の落ち込みというのはすぐさま改善されないということを考
えると、昨年度の大手企業の増収分で減った分ぐらい、交付税のことを考えること、その
程度のパーセントが下がるか下がらないかという程度の状況に恐らくなるのではないかと
いうふうな考えでいるんですけれども、その辺はどのように分析されていますか。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

手元に詳細資料がないのではっきりしたことは申し上げられないとは思うんですが、やは
り根本委員御指摘のような感じで推移していくのではないかというふうに考えております。 

○根本委員 

そうしますと、どうしても景気に左右される。法人市民税、そういう市民税とかは左右さ
れる、こういうことがあります。先ほどは自主財源の森委員の問いに対して、一本柳地区
を何とか成功させたい、それから中心市街地活性化で自主財源を確保したい、こういうお
話がございました。やっぱり自主財源を新たに確保する方策を考えていくというのが今私
は一番多賀城において課せられた課題ではなかろうかと、こう思うんです。そういう意味
では、一本柳ももちろん大成功にさせること、これは私としても御期待をしたいところで
す。中心市街地も計画どおりにしっかりと進んでいただいて、税収増に結びついていただ
きたいと、こう思います。 

ただ、これだけではないだろうと思うんです。21 年度においてもう少し税収増を図るべき
施策ができたのではないだろうか。という反省点を踏まえての評価というのはどういう評
価をされていますか、21 年度。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

21 年度の評価ということなんですが、どうしても経済情勢の悪化、景気の後退ということ
で、なかなか税収というのが上がらない状態だったというふうに思っております。ただ、
その中でもさまざまな徴収関係に関しまして非常に工夫して頑張ってきたところだったと
思うんですが、やはりどうしてもそれが追いつかなかったと認識してございます。 

○根本委員 

例えば固定資産税とか、そういうのはほとんど変わらないですね、景気の状況とか。私、
21 年度中にも何回か質問、予算、決算でも申し上げましたけれども、22 年度は計画の見直
しがありますね、土地利用計画の。その計画の見直しの中で、玉岩線の沿道沿い、あるい
は新田南錦町線の計画道路の沿道沿い、それから山王高橋線の沿道沿い、田んぼとか、農
家の皆さんも何とかここを市街化区域にしたいとか、そういうお話があった。そういうと
ころを市街化区域にして、農家の皆さんもそれを望んでいた、そういうところに何か張り



つけて税収増になるような方策も考えられたはずなんです。なぜそれを考えなかったのか
というのが私は自主財源確保という観点から非常に残念だなと思うんです。何回もこの問
題を質問して申しわけないんですけれども。その辺の考え方、これをわかるように説明を
していただきたい、こう思うんですけれども、いかがでしょうか。 

○鈴木建設部次⾧(兼)都市計画課⾧(兼)多賀城駅周辺整備課⾧ 

まちづくりという大きな視点で考えますと、中心市街地活性化ということで先ほど来話が
出ていますが、中心部に人を集めたいということで全国的にも郊外の新たな市街化という
のは非常に抑制する傾向にございます。将来的に人口減ということで、多賀城市はまだ人
口減に入っていませんが、全国的にはもう人口が減っていくことに入っていますので、新
たな市街化が必要かどうかということが非常に問題となっておりまして、コンパクトシテ
ィということで中心部に重点的に投資をして、そこに人を集めて、そこの中で生活してい
ただこうという傾向にございますので、新たな市街地、特に住宅地ですね、住宅地として
の開発については抑制していこうという考え方でございまして、多賀城市も同様の考え方
をしたいとういふうに考えています。 

○根本委員 

その考え方は一理あるです。一理あります。ただ、私は、道路沿いの沿道沿いと言ってい
るんです。ということは、必ずしも住宅地になるかどうかという問題です。そこに何らか
の商売をする人がやるかもしれない。そういうこともあり得る。スタンドも出てくるかも
しれない。いずれにしても、そういうところに住宅地だけでなくて、沿道沿いなので、そ
ういうものが出てきてもいいような環境整備だけはすべきだったのではないか、こう思う
んです。今言ってもしようがないんですけれども、22 年度ですからことしですよね。恐ら
く市の計画としてはその考えはなかったと、こう見て、次は 5 年後ですか、だと思うんで
すけれども、自主財源の確保となったときに、そういうことも含めてしっかりと将来の税
収増になるための環境整備、そういう側面でぜひとも検討していただきたい課題だ、この
ように思いますけれども、いかがでしょうか。 

○鈴木副市⾧ 

確かにおっしゃるとおり、幹線道路が出て、従来の市街化区域との間に調整区域があって、
そこのところを有効に活用すれば、土地所有者も望んでいる、固定資産税も上がる、すべ
ていいことになってまいりますけれども、これは御承知のとおり線引き見直し、市街化区
域、調整区域の見直しというのは、県が一定の期間ごとにやるということになっておりま
す。そこで、従来の調整区域を市街化区域にするためには、これは前に一本柳のときにも
御説明申し上げたいと思いますけれども、事業が担保されていること、どういった事業を
やるのかということもあわせて申請をしないと市街化区域に入らないということがござい
ます。そういうことがございますので、今回の線引きには手続として間に合いませんけれ
ども、もし地元の方々が将来的にそういった土地利用を希望されるというのであれば、具
体的な事業も含めて地元の方々と相談していく必要があるだろうと思っております。そん
なことも地元の方々の御意見も聞きながら、もうちょっと先になりますけれども、その辺
のところは検討してまいりたいと思っております。 

○根本委員 

ぜひよろしくお願いしたいと思います。地元の皆さんは一生懸命燃えている方もいらして、
鈴木前市⾧のときから、何とかあそこをというふうにお話をされて、今でもその気持ちは
変わっていない。地権者全員が同じ気持ちかというと、それは私はわかりませんけれども、
かなり相当数、そういう地権者の方が多いということをお伺いしています。それが市の税



収増につながるのかどうか、それもきちっと見きわめて、ぜひ御検討をお願いしたいと思
います。 

それから、多賀城市はそんなに広大な町場があって、そしてしばらく町ががない、そうい
地域とは違いまして、仙台の隣接市ということでベッドタウンという要素が非常に大きい
町でございまして、コンパクトな町なんです。そういう意味からすると、よそのまちづく
り、国で考えているまちづくりの方向性と必ずしも多賀城市の方向性が合致するかという
と、なかなかそうでもなかろう、こう思うんです。ですから、そういう意味では多賀城市
の独自性というものもしっかり出しながら、その辺は時間をかけて検討していただければ
と、このように思います。よろしくお願いいたします。 

○金野委員 

特別資料の 17 ページ、経常収支比率について 1 点のみお伺いします。 

よく決算とか予算の時期になると一般市民が頭に浮かぶのは夕張のことなんです。多賀城
も夕張の、先ほど佐藤委員も言いましたけれども、そういうことでいつも私は聞かれます。
そこで、先ほど担当者が経常収支比率の査定で経常経費充当一般財源割る経常一般財源総
額掛ける 100、そして一般財源には臨時財政対策債を含むと私は聞いたんです。そのほか
に減収補てん債も含まれる。その辺のやつをしっかりと説明していただかないと我々理解
に苦しむわけなんですけれども、この辺、減収補てん債と臨時財政対策債を本当に含んで
やっているのかということをもう一度説明してください。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当) 

先ほどちょっと説明が不足していたかと思います。申しわけございませんでした。 

経常収支比率を計算する際、分母になる部分なんですが、これは経常一般財源総額という
ことになります。この部分には臨時財政対策債、それと減収補てん債、こちらが含まれる
ということになります。以上です。 

○金野委員 

細部の資料は 6 でうたっているんですけれども、そこで我々チェックするに当たって、平
成 17、18 年、100 からだんだんに落ちて、市⾧以下職員一生懸命頑張っていますよ、夕
張のようにはならないですよと、そういうように言っているわけなんです。今回、また急
に上がりました。そして、来年度移行の推移は、一体なるか、夕張のようにまた上がるの
か、これより下がるのか、その辺だけ御答弁お願いします。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

はっきりしたことまでは申し上げられないと思うんですが、若干下がる方向に動くのでは
ないかと考えております。（「了解」の声あり） 

○相澤委員 

諸先輩は大所高所からお聞きしました。私は項目について具体的にお聞きします。 

まず、資料 4 の 8 ページ。市民活動サポートセンター使用料、予算額 87 万 6,000 円に対
して収入済額が 135 万 5,805 円と大幅に増加しておりますが、この増加した理由、まず第
1 点。 



それから、第 2 点は、同じく資料 4 の 8 ページの公園使用料。これも同じ理由でございま
す。大きくふえております。 

それから、第 3 点は、同じ資料の 28 ページの公園墓地使用許可譲渡料。これもふえており
ます。 

それぞれについて、何でこんなに収入がふえたのか、その背景を御説明ください。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 

まず、サポートセンターでございます。平成 20 年度は、これは 10 カ月分ということもご
ざいましたが、1 万 4,000 人の利用ということで、大体それの割って 12 カ月分ぐらいなの
かなというふうには考えておったのですが、この間ちょっと説明させていただきましたけ
れども、1 万 9,641 人ということで、通常、こういったサポートセンター、仙台市 100 万
規模ですと月 5,000 人と聞いていました。ただ、サポートセンター、平均しますと 1,600
人ということなので、6 万の都市で 1,600 人ということは大変貢献しているのではないか
とは思います。それは、一つは従来からの生涯学習団体の方々、あるいは市民活動団体の
方々、そして地縁組織あるいは自主活動の方々にも御利用いただいているということもあ
りますけれども、一方でやはりサポートセンターのスタッフが努力をしまして、サポート
センターの機関紙を 2 カ月に 1 回発行する、あるいは平成 21 年 12 月からは独自のホーム
ページを立ち上げたりとか。それから、いろいろなイベント、人材研修だとかそういった
ところを通じまして PR もしたんですが、例えば市でやる行事だとか、あるいはほかの団体
でやる行事などのときにも、ちらっと来て、ゲリラ的ということをよく言うんですけれど
も、ちょっと宣伝させていただいたりとか、そういう小さな小さな積み重ねが重なってこ
のような成果が上がったのではないかというふうに私は担当としては評価してございます。
以上です。 

○鈴木道路公園課⾧ 

それでは、公園使用料の増加につきまして御説明いたします。 

まず、公園使用料の関係につきましては、定例の予算化しているものにつきましては、電
力柱であったり電話柱、そういったものを予算化させていただいておったところでござい
ます。 

主な要因で増となったものにつきましては、貞山公園、貞山堀のところにある公園なんで
すけれども、そちらの公園の部分におきまして、駐車場部分なんですが、その部分に臨時
の工事事務所、県の貞山堀関係の工事をする際の工事事務所が建てられておりました。そ
の関係の公園占用料がふえたということでございます。 

○伊藤市民経済部次⾧(兼)生活環境課⾧ 

公園墓地使用許可譲渡料について、3 点目についてでありますが、当初予算におきましては
1,300 万円計上しておりました。これは 1 区画の譲渡料が 65 万円でありますことから、
20 区画分で 1,300 万円見込んでおりましたが、決算におきましては当初見込額より 8 区画
多ございまして、28 区画に相なったことによりまして 1,820 万円と、このようになった次
第でございます。 

○相澤委員 

貞山公園は臨時的なものだったので、思わぬ収入というか、そういうふうにとらえていい
のかどうかわかりませんけれども、最初の市民活動サポートセンターは、それなりの努力



をされて、今財政が非常に厳しいときに、私は非常に貴重な働きだと。こういうことをど
んどん民主的に啓蒙し合って、今後さらにどのような方向で取り組むかもお答えいただけ
ればありがたいんですが。 

あと、蓮沼苑の方は、特に何もしないでふえたのでしょうか。それとも一生懸命何かやっ
て、今後もこういう方向でやっていくとか、その辺もあわせてお答えください。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 

平成 21 年度におきましても、先ほど言いましたようにホームページを新たに立ち上げたり
とか、機関紙をいろいろなところに送らせていただいているということもありましたけれ
ども、具体的にどんな努力と言われますと、ちょっと出尽くした感はありますが、さらに
努力しながら利用者の向上には努めていかなければならないのかなというふうには思って
おります。 

○伊藤市民経済部次⾧(兼)生活環境課⾧ 

蓮沼苑の譲渡料についてでございますけれども、21 年度は随時公募と一般公募ということ
で二つの手法を用いて譲渡いたしました。内訳といたしましては、一般公募が 14 区画、随
時募集が 14 区画ということで計 28 区画。今後の見通しにつきましては、本年また新たに
50 区画、七ヶ浜町の方から御支援をちょうだいいたしまして、年度当初においては 91 区
画と相なったわけでありますが、今後推移といたしましては、お骨を持っておられる方を
優先的に募集しておりますことから、一般公募については、それらを見きわめまして、お
骨を持っておられる方に対して不足を生じますと大変お気の毒になりますことから、それ
らも不足を生じないように、それらを見きわめながら、これから募集の態勢をとるかどう
か検討していかなければならないことかなというふうに思っております。 

○藤原委員⾧ 

歳入の質疑ほかにある方、手を挙げてください。わかりました。 

それでは、ただいまから昼の休憩に入ります。再開は午後 1 時といたします。 

午前 11 時 58 分 休憩 

 
午後 1 時 00 分 再開 

○藤原委員⾧ 

議事を再開いたします。 

質疑のある方、改めて挙手を願います。 

○松村委員 

では、経常収支比率の弾力性についてお伺いいたします。 

弾力性を高めるための方向としまして分母と分子の部分があると思うんですけれども、分
母をどうふやして分子を小さくするかということがこれから弾力性を高めるためにはそれ
が必要かと思います。そういう意味で、分母の部分で、収入のところなんですけれども、
今のところは税金、主に市税ですね、市税をどう高めるかということと交付税、その辺の
ところです。交付税に関しましては国の動きによりまして随分影響されると思いますので、



方向性としては今の政権も地方分権ということでそういうことを進めているんですけれど
も、一挙にどうこうということはなかなか難しいかと思います。 

市として今後考えていかなければならないのは、市税をどう高めていくか、税収を高める
かということで、先ほど来の前段での議論を聞いていますと、市の方としましては地域経
済の活性化策として企業誘致と駅前の活性化、中心市街地活性化、これに重点を置いてや
っているということなんですけれども、そのほかに先ほど根本委員から土地の利用も見直
して、もう少し税収の上がる方向もあるのではないかという提案がありましたけれども、
市としては先ほど言った二つの点に重点を置いてということなんですけれども、私も以前
から持論としまして、そういう部分は私たちの市だけではなくて、どこの自治体も抱えて
いる課題であると思いますし、国自体もそういう方向で、どうして経済を活性化するかと
いうことで対策をとっている中で、国自体も観光立国ということで、どう交流人口をふや
していくか、地域間の交流人口をふやすか、あと外国人の観光客をどうふやすかというこ
とで、国はもう数年前からやっていますし、またどこの自治体も観光振興ということに、
地域資源を生かした観光振興、交流人口をふやして、どうそこにお金を落としてもらうか
ということに対して大きな政策をいろいろ考えてやっていますけれども、本市におきまし
ては、そういうことが余り考えられるような政策として出てきていないんですけれども、
その辺に関しましては、観光振興、産業振興に関しては、どのように考えられているのか
お伺いしたいと思います。 

○佐藤商工観光課⾧ 

観光振興につきましては、先日、松村委員から一般質問もちょうだいしておりますけれど
も、特別史跡を中心とした質の高い資源というのが多賀城にございます。そういったもの
に年々交流人口としてはふえてきているのかなと思っておりまして、ことしも新しい道路、
玉岩線が開通したことによって一気にあやめまつり等も 1 万人ふえたということもありま
して、これから多賀城インターの完成を目指していくことによって交流人口をふやすこと
によって、まずは人にたくさん来ていただきましょうと。 

もう一つは、来ていただいた方に地元にお金を落としていただくということも一つの課題
だと思っております。今、確かに多くの方に来ていただいているんですが、例えば仙台か
ら松島に観光に行く途中にトイレ休憩のような形で、短時間の滞在という方が結構多いの
も現実ですので、そういう方々が多賀城にもう少し時間を割いて滞在していただいて、そ
れなりに消費をしていただくということもこれから考えていかなければならないだろうと
考えております。 

○藤原委員⾧ 

松村委員、観光振興については歳出のところでまとめて質疑をしていただきたいと思いま
すので、観光以外で歳入の質疑があれば続行してください。 

○松村委員 

税収をどう上げるかということに対して、これを市の大きな柱の政策として取り組むこと
は、私は商工観光課だけの問題ではなくてヘッドの部分がどういうふうにそういうものを
とらえるかということが、ある意味では照らしだと思うんで。そういう部分で、市の方で
観光振興で税収を上げようという思いがどういうふうなお考えなのかということをお聞き
したいわけです。インターチェンジのお話も今盛んになっていますけれども、それだって
目的がいっぱいあると思うんです、流通するということに対して。ですから、そういう意
味で、もっと税収を上げる方向の一つの政策としてもっと力を入れるべきではないかなと



思うんですけれども、その辺が見えないので、どのようにお考えなのかお伺いしたいとい
うことです。 

○鈴木副市⾧ 

質問の御趣旨は、財政の基盤となる一般財源の確保について、その一つの策として観光も
あるのではないかという御質問でございますけれども、観光は地域のアイデンティティー
という側面が一つあると思います。もう一つは経済効果としての観光ということがあると
思いますけれども、これはもう、とうに御承知のことだと思いますけれども、経済効果と
いうことになれば、宿泊であったり、飲食であったり、物販ということになります。その
中でどう税収が上がるかということになりますけれども、先ほど出された経常収支比率の
中の一般財源の規模というのは 100 億円を超える規模なんです。ですから、観光をもって
劇的に多賀城の財政がどうこうなるというものでもないだろうと思うんです。いろいろ先
ほどからお話ありましたさまざまなものが複合的にいろいろなものを取り組んで初めて財
政効果が出てくるということだと思いますので、観光もその中の一つ、効果はどのぐらい
かは検討してみなければならないですけれども、そういうことも一つあるだろうというふ
うに思っております。 

○松村委員 

観光に対する理解が私は執行部の方では少ないと思います。どれだけそれの効果があるの
かというのをもう少し研究していただきたいと思いますので、ぜひよろしくお願いいたし
ます。 

○昌浦委員 

1 点確認しておきたいと思うところがありまして、資料の 4 の 8 ページでございますが、
ここの住宅使用料。資料を一生懸命探してみたんですけれども、不納欠損がどういう形で
こうなったのかという資料がなかったものですから、まずもって不納欠損額が 625 万
8,000 円というふうに出ておるんですけれども、どういう事情があって不納欠損になった
のかということを詳細にお聞かせください。 

○佐藤収納課⾧ 

ただいまの御質問にお答えいたします。 

資料 8 の 85 ページの方、資料 8 の一番最後のページでございます。説明のところでちょっ
と申し上げたんですが、早口だったということもありましてあれですけれども、こちらの
85 ページで御説明いたしましたけれども、市営住宅の使用料につきましては、全体で 625
万 8,000 円の不納欠損でございますが、まず 1 号該当の時効期間経過が延べ人数で 9 名、
実人数では 4 人です。その額が 171 万 3,900 円でございます。この方については時効期間
が経過したということなんですけれども、この 4 人の方々は既に自主退居しておりまして、
この方々に対しては退居後も再三督促・催告に努めたんですけれども、結果的に時効期間、
消滅期間の 5 年が経過したといった内容でございます。 

あともう一つ、4 号該当の生活困窮ですけれども、延べ人数で 8 とありますが、これは年度
で 8 人で、実人数では 1 人でございます。この方につきましては、14 年に訴訟上の和解が
成立しておりまして、同年 6 月に退居しております。それで、19 年度までに分割で納付す
るという約束等もしていましたが、義務者の方、さらには保証人の方も、ともに資力が乏
しくて、結果的に納付困難な状況であるということが確認できたので、生活困窮に陥ると
いったところで債権放棄してございます。以上です。 



○昌浦委員 

まずもって、すみませんでした。確か 8、説明受けていたんですね。私債権の保全の方、う
っかり見落としてしまいました。大変失礼しました。不納欠損の理由はわかりました。そ
れぞれ事情があってのことだったというふうに理解します。 

ただ、次なんですけれども、収入未済額、これ予算総額の約 10％なんです。たしか御説明
では 58 人分なんていうふうにメモった記憶あるんですけれども。これ、10％も未済額なん
て、どういう事情で発生しているのか。それから 58 人分、もう当然収納しているんだろう
とは思うんですけれども、ちょっと確認したいんですが。 

○佐藤収納課⾧ 

収入未済額につきましては、予算額の 10％、調定額からするともうちょっと低いんですけ
れども。まず、収納担当といたしましては、当然納期限、毎月月末が納期減ですけれども、
20 日を経過した段階で督促状を送達しております。毎月納期限は来ておりますので、納め
ない方については毎月督促が行くような形でありますが、さらに催告も引き続きやってお
ります。それで、3 カ月、あとはある程度の期間がたった場合には、保証人の方に対しても
催告、納付がありませんといったところで催告等はしておりますが、現状として未済額が
810 万 2,190 円という状況になっております。 

それで、810 万 2,190 円のまず内訳といたしましては、現年分が 245 万 9,400 円でござ
います。21 年度分で未納があった分、これが 245 万 9,400 円。これが 39 名分で、105
カ月分。あとは滞納繰越分、20 年度以前の未納額、これが 564 万 2,790 円ございます。
延べ人数で 19 人です。全体で 58 人ということで、合計額、未済額が 810 万 2,190 円と
なっております。 

○昌浦委員 

わかりました。詳細わかりました。現年度分よりも繰り越しの方がかなり多いということ
は、来年度の決算になると、やっぱりこういうふうにして多賀城市の私債権の保全及び管
理に関する条例云々でここに出てくることになっちゃうのかな。危惧するところなんです。
それで、法律面、たしか公営住宅法だと思うんですけれども、退居の対抗措置というのが
住宅法の中にあったと記憶しているんですけれども、その条文、今わかりますか。 

○鈴木建設部次⾧(兼)都市計画課⾧(兼)多賀城駅周辺整備課⾧ 

すみません、今手元にないので、後で確認します。 

○昌浦委員 

確認はいいんですけれども、その条文があるかないかはおわかりですよね。退居勧告がで
きる云々の条文が第何条の第何項なんて聞きません。それはできるんだということは御回
答いただきたいんですが。 

○鈴木建設部次⾧(兼)都市計画課⾧(兼)多賀城駅周辺整備課⾧ 

すみません、それも含めて確認いたします。 

○佐藤建設部⾧(兼)下水道部⾧ 

私も記憶が定かではないんですけれども、滞納がたしか 6 カ月以上滞った場合には退居命
令といいますか、退居してくださいということはできたかに覚えています。 



○昌浦委員 

確かに、お家賃払えないというのはいろいろな事情があってのことだと私は思うんです。
ですけれども、なんか何カ月、何カ月というふうに数字的に、例えば現年度分だと 105 カ
月分だと。当然その中には 6 カ月なりそれ以上お支払いできないという方もいるのではな
いかなと。そういうときには対抗的なものも市としては当然されているものなのかなと思
ったんですけれども、条文そのものも今手元にないから調べるなんて、私聞いていて心も
となくなってしまうんですけれども、その辺、部⾧、どうお考えでしょうか。 

○佐藤建設部⾧(兼)下水道部⾧ 

大変失礼しました。そのようなことがないように努力いたします。 

○永澤市民経済部⾧ 

ただいまの件についてお答えいたします。 

市では、公営住宅の入居者で未納が続く場合、既に 10 件以上の退居を行っております。そ
して、現在滞納繰越分の未納が 560 万円あるわけなんですけれども、この大半は既に退居
なさった方の分。ただし、今回調査が間に合いませんでしたので、私債権条例による放棄
は 4 名の方だけ今回行わせていただいたということでございます。 

○昌浦委員 

わかりました。いろいろな事情があって滞るのだろうなとは思うんですけれども、やはり
雨露をしのぐ場所をお借りしているんですから、その分はできるだけ納めていただく、ま
た納めていただくよう努力する、そういうことをきちんとやっていただきたいなと。これ
は税金ではないにしたって、使用料という一つの大きな税金とイコールとも言われるよう
な性質の市にとっての収入額でございますので、その辺、鋭意きちんとやっていただきた
いと思います。 

なお、先ほどの私の質問は、おわかり次第、御回答いただきたいと思います。 

○鈴木建設部次⾧(兼)都市計画課⾧(兼)多賀城駅周辺整備課⾧ 

すみません、今確認しました。公営住宅法の第 32 条において、公営住宅の明け渡しという
のがございます。その中で、入居者の不正の行為があった場合もありますが、家賃を 3 カ
月以上滞納したときということで、ほかにも 6 項目ほど明け渡しの条件がございますが、
家賃に関しては 3 カ月以上滞納したときということで、32 条に明記されてございます。 

○昌浦委員 

3 カ月以上滞ったらすぐに出ていけというのもおかしい話ではあるんだけれども、本来的に
は普通の民間のアパート等を借りた人でも、ちょっと事情があって 1 カ月おくれとかとい
うのはよく聞く話なんだけれども、やはり 3 月というのは多い数字になってくるんですよ
ね。できるだけためないで皆さん一生懸命納めているのが実態かもしれませんけれども。
そこでなんですけれども、そういう法があるのであれば、法にのっとって当然やっている
とは思うんですけれども、なるだけ収入の確保というのを考えて、公平の原則から考えて
も、その辺にあるきちんとした条文を法制執務にのっとって執行していただきたいことが
まず 1 点。 



2 点目として、人間何あるかわからないから、その辺ではしっかりと入居者とお話をして、
納めていただく計画等もきめ細かに立てていただいて進めていっていただきたいことを最
後に要望したいと思います。以上です。 

○佐藤委員 

4 番の 12 ページ、子ども手当の支給の現状について、項目に載っているし緊急を要するの
で聞いてもいいですか。 

○藤原委員⾧ 

支給ですね。支給は歳出にしてください。 

○佐藤委員 

支給というか、緊急を要するんだけれども。歳出でもできるので、わかりました。 

歳出にありますか、子ども手当。ないね。今年度の執行だから。ここでしか言えないんだ
けれども。 

○藤原委員⾧ 

わかりました。22 年度の歳出になるので、補正予算の歳出でやってください。22 年度の補
正で。 

○佐藤委員 

では、わかりました。すみません。 

資料4の16ページの県支出金の7番目、一番最後の行の住宅福祉事業費補助金11万8,000
円なんですが、難病の器具需要がなかったという説明だったんですけれども……、そうい
う説明でしたよね。 

○伊藤保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

お答えいたします。 

これにつきましては、ちょっと説明のとき申し上げましたけれども、難病患者の居宅支援
事業ということで、難病患者の方が居宅生活を行う上で必要な器具といいますか、そうい
ったものを支給する事業なんですが、それが 21 年度はなかったということで、したがって
収入もなかったということでございます。 

○佐藤委員 

そういうふうにメモ、少しずれていましたけれども、そういうふうにメモしてありますが、
これはおおよそ何人分ぐらいの予想の金額なのかなという思いと、利用がなかったという
ことは、必要がないから利用しなかったのか、あるいは利用できるのを知らなくて利用で
きなかったのかどうなのかなという思いで聞いていたんですが、その辺は。 

○伊藤保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

この方につきましては人数については 1 名分でございます。たまたま 21 年度なかったんで
すが、その前には利用した実績がございまして、この方につきましては、病名なんですが
筋萎縮性側索硬化症という病気で、生活を維持する上で必要な器材といいますか、それで 1
名分を予算化していたということでございます。 



○佐藤委員 

わかりました。 

それと、土木費の県補助金のことなんですが、砂押川の道路の草刈りをしていました、夏
の間。それで、県のやり方がうんとひどいので私うんと怒っているんですけれども、草刈
ったものを、木みたいなものまで刈ったのを全部投げっ放しなんです。集めてどこかに処
理していない。砂押川の道路側沿いに重ねて置いているんです、ぼんぼん、ぼんぼんと。
そして枝の大きい木に類するようなものまで置いていて、風とかなんかになってきて飛ん
だら、車だってぶつかったら事故起きるだろうなと思うような、そんなものまで重ねて置
いてあったんですけれども、あれはちょっとひどい仕打ちだと思うんですが、どう思いま
すか。 

○鈴木建設部次⾧(兼)都市計画課⾧(兼)多賀城駅周辺整備課⾧ 

まず最初に、資料 4 の 26 ページのことだと思いますが、土木費の受託事業収入というとこ
ろがございます。中段あたりに。これが砂押川の堤防除草に関する県からの受託事業とい
うことで、地元の 5 団体の方々に年 2 回、市川橋から念仏橋までの間の堤防、両岸、刈っ
ていただいておりますが、1 回目はすべて終わって、今 2 回目に入っている。団体によって
は 2 回終わったところもございますが。確かに虎刈り状態の刈り方とか後始末が非常に悪
いという部分がありましたので、それについてはうちの方でも確認しまして、その団体の
方に通告してございますので、今後このようなことのないように、こちらからも監督して
いきたいなと思っています。 

○佐藤委員 

あれは、県はお金がないからああいうふうに投げていたということではなくて、団体の方々
の処置の仕方だったんですか。 

○鈴木建設部次⾧(兼)都市計画課⾧(兼)多賀城駅周辺整備課⾧ 

除草作業と集草作業は別々になっていまして、あくまでも 5 団体は除草して、その草を集
めに、後でまたまとめて集草に来るという形になっています。ちょっとタイムラグがある
と思います。ですから、もし今でも残っていれば当然こちらから県の方にも団体の方にも
通告したいと思いますので、現場を確認してから再度通告したいと思います。 

○佐藤委員 

もうほとんど枯れていると思いますけれども。最盛期のときには、すごい山となっていま
した。ぜひ速やかに、刈ったらすぐ処理するという方向で監督も強めていっていただきた
いと思います。よろしくお願いいたします。（「今のやつで関連」の声あり） 

○藤原委員⾧ 

後で指名いたします。板橋委員。 

○板橋委員 

ナンバー5 の 108 の債権の 1 億 2,942 万 8,000 円の平成 14 年から償還されている分の残
っているやつが、どのように今後なっていくのかお聞きします。 

それと、ナンバー5 の 111 とナンバー6 の 61 ページで土地開発基金、それの当年度末の現
在高を詳細にわたってお聞きいたします。 



それと、皆さんがいろいろきょう御質問されているんですが、多賀城市の 2011 年から 5
年間の財政見通し、どのように計画されているか、その辺の 5 年間の⾧期ビジョンをお聞
きしたいと思います。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

まず第 1 点、基金の状況だったと思うんですが、これは土地開発基金（「何番の資料」の
声あり）失礼しまた。 

○藤原委員⾧ 

ナンバー5 の 111 ページじゃないの。板橋委員。 

○板橋委員 

ナンバー5 の 108 ページ、債権、地域総合整備資金貸付金の平成 14 年 5 月から償還開始。
決算年度の現在高 1 億 2,942 万 8,000 万円、これの償還、どのようになっているか、今後
の。どこに貸し付けの部分なのか。 

○木村市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

御質問の件ですけれども、融資先につきましては医療法人の杏林会、医療法人幸和会、医
療法人敬仁会という 3 団体であります。 

○藤原委員⾧ 

では、まずこの件で。板橋委員。 

○板橋委員 

そうすると、これ医療法人 3 法人ということですね。幾らずつ今現在残っていて、何年後
までに償還していただけるやつなのか。 

○木村市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

まず、医療法人杏林会、施設名で申し上げますと「リハビリパークみやび」というところ
になりますけれども、貸し付けが 1 億円貸し付けておりまして、平成 26 年 10 月で償還が
完了する予定でございます。21 年度末で 3,846 万 4,000 円の残高となっています。 

続きまして、医療法人幸和会、こちらは施設名が「恵愛ホーム」です。こちらは 1 億円の
融資で、14 年 5 月に貸し付けをしておりまして、償還が 26 年 11 月に完了する予定です。
21 年度末の残高が 3,846 万 4,000 円です。 

最後、もう 1 カ所が医療法人敬仁会、施設名で「遠藤マタニティクリニック」になります。
融資金額が 7,000 万円、貸し付けが平成 17 年 9 月に行っていまして、最終が 32 年 4 月
に償還が完了する予定です。以上です。 

○藤原委員⾧ 

残りの件について回答してください。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

まず 1 点目ですが、土地開発基金の現況はどうなのかという御質問と理解しておりますが、
それでよろしかったでしょうか。 



お示しいただいておりました資料ナンバーの6の61ページに記載しております基金運用の
状況なんですけれども、こちらは 22 年 3 月末現在のものでございます。これから状況の方
は変わってございます。それで、資料の 8 の 14 ページの方には 22 年 5 月末現在高という
ことで、こちらの方にその後の動きというものを掲載させていただいてございます。5 月末
現在ですと、合計しますと 24 億 8,223 万 3,135 円という現在高となってございます。以
上です。 

○板橋委員 

土地開発基金運用状況の決算、平成 21 年度末現在の定期預金から土地の面積とか繰替運用
預金とか貸付金の明細と私聞いた記憶あるんですが、それで先ほどいただいた各種基金保
有額の土地開発基金、現金分のみ 19 億 2,955 万 3,909 円。そうすると、これは平成 21
年度の決算ではないですか。それで、出納閉鎖が 2 カ月後の 5 月 31 日。そうしたらば、あ
る程度、ナンバー5、ナンバー6、ナンバー8、数字がそんなに誤差を生じないのではないで
すか。違いますか。今現在といったって、これは進行しているからわかります。決算年度
ではないですか。その辺、どうなっているんですか。違いますか。私の質問間違っている
のだったら訂正します。その件から確認します。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

それでは、資料ナンバー6 の 61 ページの方に掲載しております基金運用状況。こちらは 3
月 31 日末現在で一たん区切ったものとなっています。そのほかの資料、資料ナンバーの 8
なんですが、こちらは決算統計の方で用いている年度区分けでもって区分けして記載して
いるものでございます。それと、先ほどの内訳に関しましてですけれども、まず土地に関
しましては資料ナンバー6 の方に記載のとおりで、こちら変更はございません。貸付金に関
しましては、こちらは土地開発公社の方に貸し付けているものということで、金額の方は
変更はございません。繰替運用分、この部分に関しては出納整理期間、こちらの方で返還
いただいておりますので、預金の方に戻っております。 

それで、先ほどお配りいたしました議案第 51 号関係資料（追加資料）の方に載せておりま
す各種基金保有額、こちらの方に載せておりますのが現金分ということになります。こち
らの方には、誤差というのは生じておりますけれども、それは利息分などが入って金額の
方が若干ずれているということになります。以上でございます。 

○板橋委員 

248 億から 192 億引くと約 5 億が預金金利になるわけですか。それと、土地が 4,775 平米
あるというのは、場所はどこで、いつから土地開発基金でもってお持ちなんですか。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

すみません、土地なんですが、今一覧表を手元に用意してございませんでしたので、これ
は後ほど報告させていただきたいと思います。 

○藤原委員⾧ 

板橋委員、ただいまの答えでよろしいですか。 

○板橋委員 

ナンバー5 に財産の一覧表あるんじゃないですか。大体、決算議会で資料持ってこないとい
うのはどうなっているんですか。副市⾧、室⾧、御答弁お願いします。 



○藤原委員⾧ 

板橋委員、どういう説明と資料を求めているのか、再度お願いします。 

○板橋委員 

土地開発基金運用状況報告書に記載されている、土地の面積が 4,775.88 平米、これがどこ
なのか、場所が。それと、先ほどいただいた土地開発基金現金分のみ 19 億 2,955 万何が
しと、ナンバー5 に書いてある合計の 24 億 8,207 万、これの誤差がどうなっているのかと
いうことで、これだって 22 年 5 月末現在ということは出納閉鎖のときの資料と違うんです
か。 

○藤原委員⾧ 

わかりました。以上ですか。2 点。 

○板橋委員 

今聞いている分はね。あとあります。 

○藤原委員⾧ 

一たん休憩に入りますが、休憩後にまた板橋委員を指名しますので。 

その前に、金野委員先ほど挙手していましたので、金野委員。 

○金野委員 

資料 4 の 26 ページ、佐藤惠子委員言いました土木費受託事業収入、362 万 550 円。内容
は同じなんです。要するに、毎年厚く取って。ことしも私見ました。写真も撮って。仕事
ぶりも見ました。8 日に草刈りをやりました。やった場所は、前のグリーンベルトのこちら
の方です。そして、やった人たち、5 団体、それはわかります。ただ、それについて、佐藤
委員も言いましたように、虎刈りではないかと。はっきり、虎刈りよりひどいね。要する
に、樹木の 5 分か 6 分ぐらいで切っておいて、半分は道路、半分は乾燥すれば川に流れる。
そして、集めるときはほとんどない。そういう状態なんです。例えばきょうは、私も見て
きましたけれども、雨が降っているから、ある程度固まっています。多分、市の職員の方
も見ていると思うんですけれども、そういうのを確認してください。なぜかというと、こ
れは県の委託事業でやっていて、県税を使ってやっているので、同じ業者が毎年、そうい
うのだったら、私は業者をかえるべきだと思います。その辺の御検討をされているのか、
お伺いします。 

○鈴木建設部次⾧(兼)都市計画課⾧(兼)多賀城駅周辺整備課⾧ 

まず、草刈りについては、御案内とおり、地元の愛護団体の 5 団体に委託して、年に 2 回
刈っていただくことになっております。先ほども集草という話、要するに草集めですね。
これは県が直接委託した業者が集めるという形になっていまして、今月末に集める予定と
いうことは確認しております。余りにも時間があき過ぎるということで申し入れたところ、
今月末に集草すると県の方で回答がございました。 

確かに虎刈りの件は我々も現場を確認したら、ちょっと刈り方がひどいということもあっ
て、再度草刈りするように 5 団体には通告する予定でございますので、本日かあした中に
その旨、相手に伝えたいと思います。改めて草刈りをしていただくという形をとりたいと
思います。その後は、その結果次第で以後のことは考えていきたいと思っています。 



○金野委員 

今次⾧の方から再度草刈りを徹底させる、そしてこれはやり直しだね。はっきりとその辺
を言って、予算はこの範囲の中から出すと。 

そして、先ほど草を集めるときなんですけれども、今月末までだったら草みんななくなっ
ちゃう。はっきり言って。だったらどうするかというのをなぜ考えないのかなと私は思う
んです。その辺の検討をされているのか。 

○鈴木建設部次⾧(兼)都市計画課⾧(兼)多賀城駅周辺整備課⾧ 

言いわけになるみたいですが、草刈りはあくまでもうちの方で受託しておりまして、うち
から 5 団体に委託するという形をとっていますが、集草については県が直接業者に委託し
て集草しているということがありますので、いずれ多賀城ですから非常に草が飛んで迷惑
かかるということもありますので、それについては強く申し入れていきたいと。なるべく
早く集めるように強く申し入れたいと考えております。 

○金野委員 

わかりました。では、次年度から、今度またやり直しするとき、何月何日除草をやります
から集草はこの日の何時お願いしますとしっかりと連絡調整をやって、あの辺の砂押川の
環境整備の一端にしていただきたいと思います。以上です。 

○藤原委員⾧ 

それでは、ただいまから 2 時まで休憩に入ります。休憩中にすり合わせをきちんとやって
いただいて、議事の進行に協力をよろしくお願いいたします。 

午後 1 時 45 分 休憩 

 
午後 2 時 00 分 開議 

○藤原委員⾧ 

では、質疑を再開いたしますので、着席してください。 

質疑を続行いたします。 

それでは、財政経営担当補佐より回答を求めます。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

大変失礼いたしました。 

それでは、まず御質問のございました土地開発基金が保有している土地の内訳について御
報告したいと思います。 

まず一つ目なんですが、中央一丁目にございます稲荷殿古墳、それと西側公用車駐車場の
奥の方にございます土地がまず 1 点でございます。面積が 538.63 平方メートル。土地価
格残高としましては 6,431 万 1,120 円となってございます。 

2 点目なんですが、高橋四丁目にございます高橋特養ホームのわきにある土地でございます。
面積が1,391.50平方メートル、土地価格なんですが1億3,038万3,000円でございます。 



三つ目、大代五丁目にあります橋本団地内にある土地ということになりますが、こちらの
面積は 319.80 平方メートル、価格が 1,580 万円。 

次に、中央二丁目ほかにございます駅の区画整理に伴って取得しました公共公益施設用地
なんですが、こちらの方が、面積が 1,102.72 平方メートル、金額にしますと 1 億 8,793
万 5,791 円。 

最後になりますが、鶴ヶ谷一丁目にございます総合体育館第 3 駐車場用地でございます。
面積が 1,434.34 平方メートル、金額にしまして 7,229 万 736 円ということになります。 

以上が土地開発基金で保有している土地ということになります。 

続きまして、先ほどお配りしました議案第 51 号関係資料（追加資料）の各種基金保有額、
平成 22 年 5 月末現在のものと、御指摘のございました資料 6 の 61 ページ、基金運用状況
調書、こちらの方の金額の相違について説明をさせていただきたいと思います。 

まず資料 6 の 61 ページの方なんですけれども、こちらは土地開発基金が保有しています現
金と土地その他を全部合わせたもので計算してございます。先ほどお配りしました追加資
料に関しましては、土地開発基金が現金として保有しているもの、この部分だけを載せて
ございます。したがいまして、資料 6 の方の合計額から土地の分と貸付金、この部分を除
いたものが現金ということになります。したがいまして、61 ページで言いますと、預金そ
れと繰替運用金、こちらを合計したもの。これも若干差が出るんですけれども、それは繰
替運用を返還していただく際に発生する利息と、それと追加資料の方の内容につきまして
は 5 月末現在で押さえさせていただいておりましたので、4 月、5 月分の利息分、これも含
まれておりますので、現金に関しては数字の方がずれてございます。以上でございます。 

○板橋委員 

そうすると、現金と 5 筆の分の土地の、これは簿価なんですか。それとも現在の路線価か
らはじき出した数字になるわけですか。それとも取得時の数字がそのまま帳簿に載ってい
るということですか。それと、貸付金というのは 8,200 万円。この二つ、確認したいと思
います。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

御質問にございました 1 点目、土地の価格なんですが、こちらは取得した際の価格という
ことになります。2 点目なんですが、貸付金に関しましては、土地開発公社の方へ貸し付け
している金額ということになります。以上です。 

○板橋委員 

そうすると、取得価格だから、今若干減額になっていますね。なっていますよね。その辺、
確認します。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

土地もいろいろございますので、正式に評価等をしてみないと何とも申し上げられないと
思います。以上です。 

○板橋委員 

何年ごろ取得したかは後からお聞きしに行きますが、2 年前、3 年前取得していたって、今
路線価は下がっていますから。 



それと、財政見通しの件でまだ答弁いただいていないんですが。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

5 年間の財政見通しということなんですが、経済情勢ということも国の制度ということもな
かなか見通し立てづらいということではあるんですが、そういったことも踏まえまして、
極力つくる方向で調査、検討ということをしたいというふうに思っております。 

○板橋委員 

仙台 100 万都市なんだけれども、5 年間で財源不足、2011 年から 2015 年度までの、これ
は新聞に記事として載ったんだけれども、1,500 億円が市税収入回復せずで、財政見通し
が悪くなっている、足りなくなるという。多賀城は 6 万 3,000 人だけれども、そのぐらい
の計算はしかるべき、今の厳しい、厳しいと言っている割には全然その辺出ていないとい
うのは、おかしいんじゃないですか。違いますか。 

○菅野市⾧公室⾧ 

この件に関しましては先ほど竹谷委員の御質問に副市⾧が回答したとおり大変難しいとは
思いますが、今後の高齢化社会を迎えるに中において市税収入は減少傾向にあるんだとい
うことは、先日の本会議の方でも私、五次総の見通しの中で答えておりますが、その中で
財政推計というのはぜひやっていきたいと考えておりますので、よろしくお願いしたいと
思います。 

○板橋委員 

これからもっと聞いてから、ある程度まとめてお話しさせていただきます。 

次に、ナンバー6 の 58 ページ。ちょっと確認したいんですが、基金のところに、これは監
査の報告なんですが、下から 8 行目、一時借入金の制度については出納閉鎖日である 5 月
31 日まで償還しなければならず、また借入金に関する限度額云々とあるんですが、この一
時借入金というのはどういうふうな、これは歳入歳出には計上しなくてもいいとなってい
る、その件に関してお聞きしたいんですが。 

○藤原委員⾧ 

それでは、まずその回答についてということで。（「はい」の声あり） 

○本郷会計管理者(兼)会計課⾧ 

一時借入金に関しましては、通常の歳入それから歳出、そういったものを照らし合わせな
がら、支出執行に当たりまして、その支出に対する資金提供がされているかどうか、歳入
があっているかどうか、そういうことに対して見きわめて、歳出額に対する歳入が不足し
ているような場合には一時借入金を行うという制度でございます。以上でございます。 

○板橋委員 

それで、現在当市としては一時借入金は出納閉鎖までは処理されているということですか。
出納閉鎖までされなければ返済利子が発生するから、決算のときは一時借入金の利子が公
債費に計上されるという形で書物に書かれているんだけれども、これは間違いないですか。
出納閉鎖までの段階で返済しなかったという前例は今まで一切ないということで、その辺
の確認をしたい。 

○本郷会計管理者(兼)会計課⾧ 



本市の場合は、過去には財政調整基金そういったものを活用しながら、こちらの方の資金
不足あるいは予算的に財政調整基金を繰り入れしていただいて支払い準備基金に充ててい
たというような状況がございます。ここの中で申し上げている部分については、一時借入
金に頼らず、内部の基金の繰り替え運用でその支払い準備基金に手当てをしたというよう
な状況で、こういう制度を取り扱っていないということでございます。 

○板橋委員 

それが基金のところに書いてある繰替運用金という項目ですね。それでいいんですね。わ
かりました。 

一つずつでよろしいでしょうか。 

○藤原委員⾧ 

あと何点ありますか。 

○板橋委員 

あと三つかそこらです。 

○藤原委員⾧ 

三つまとめて言ってください。 

○板橋委員 

三つまとめてね。はい。 

ナンバー6 の 27 ページ。20 款諸収入の下から 3 行目、収入未済額の 2 億 9,900 云々の内
訳、福祉施設利用者負担金と学校給食費実費徴収金、指定管理者取り消しに伴う返還金そ
の他について、これは詳細にわたってお聞きしたいと思います。 

あと、ナンバー6、17 ページの市税収入状況で、9 億 6,500 万円の減。これは前年対比で
すが、それと同じことですよね、ナンバー8 の 7 ページに書いてあることと。それに対して、
市税収入状況が約 9 億 6,500 万円ほど少なくなってきているというのに、今年度は歳出が
200 億円を超えているということで、その辺で一般財源の市税収入の減少に関してどのよ
うにこれを当局の方は、財政担当の方は、この減に対してどのように見ているのか。 

その割には、あわせてお話しさせていただきますが、財政調整基金、先ほどもらった資料
は 16 億 8,800 万円になっているんですが、また数字のトリックで、これ教えていただき
たいんですが、ナンバー6 の 60 ページの財政調整基金は 11 億 8,800 万円、あとナンバー
5 の 109 ページも 11 億 8,800 万円という形で、財政調整基金も約 5 億ほど数字が私見た
範囲内で差異があるものですから、その辺はどのような数字の処理をしたのか。数字のト
リックというとしかられるかもしれないけれども。その辺あわせてお願いいたします。 

○藤原委員⾧ 

すみません、6 の 27 ページ、収入未済額を詳細にということなんですが、詳細にといって
もどの程度詳細にというのもありますし、板橋委員の問題意識をちょっと話していただい
て、どういう点を解明していただきたいのか明確にしていただきたいと思うんですが。 



それから、6 の 17 ページの市税の収入の 9 億 6,500 万円の減と財調を取り崩さずに済ん
だというのは、前の方々からも質疑がありましたけれども、なお聞きいたいところがどの
点にあるのか、その辺、再度。 

○板橋委員 

それでは、財調の差異だけでいいです、そっちは。 

あと、ナンバー6 の 27 の諸収入の約 3,000 万円、福祉施設利用者負担金と学校給食実費徴
収金、これ多分 3 年間の分だとは思うんですが、それの滞納になっている分の督促に関し
て、どのように担当の方で現在努力されているのか。あと、指定管理者取り消しに伴う返
還金というのはどこの分なのか教えていただきたい。 

○藤原委員⾧ 

それでは、まず資料 6 の 27 ページ関係は、回答は保健福祉部次⾧。 

○伊藤保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

それでは、お答えいたします。 

福祉施設利用者負担金につきましては、収入未済額 305 万 5,700 円ございますけれども、
これにつきましては複数の課にまたがっておりますので、社会福祉課分として申し上げた
いと思いますけれども、社会福祉課の金額が一番大きいということになります。社会福祉
課といたしましては 305 万 5,700 円のうち 300 万 5,000 円が社会福祉課関係でございま
す。これにつきましては、身体障害者の施設に入所している方の入所者負担金、過年度分
になりますけれども、この方につきましては現在太白区の「ありのまま舎」の方に入所さ
れている方でございますが、これが平成 15 年度の支援費制度になる前の負担金でございま
して、現在月に 1 万 5,000 円ずつ、そして年間これが 18 万円になりますけれども、分割
して現在も納付していただいているような状況でございます。1 名分の方の負担金分という
ことでございます。 

○佐々木学校教育課⾧ 

それでは、学校給食費実費徴収金につきまして、2,297 万 5,523 円の内訳につきましては、
平成 21 年度の現年度分の未済額につきましては、延べ 153 世帯、617 万 5,613 円の未済
額がございます。20 年度以前、過年度分につきましては、172 世帯、1,679 万 9,910 円
の未済額でございます。 

なお、徴収につきましては、現年度分につきましては各学校に集金をお願いし、未納者の
把握に努めているところでございます。過年度分につきましては、学校教育課並びに教育
委員会事務局職員で手分けして訪問徴収、文書による催促状による徴収、それから電話に
よる徴収ということで当たっております。 

ちなみに、昨年度につきましては 1,027 件の通知を出した中で、徴収額 110 万 1,228 円
の収入がございました。 

それから、訪問徴収でございますが、昨年は 6 月と 12 月、年 2 回、定期的に集中月間とし
て訪問徴収に努め、68 万 2,003 円の収入がありました。 

そういうことで、何とか未済額が減るように委員会挙げて努力しているところでございま
す。以上です。 



○但木こども福祉課⾧ 

27 ページの福祉施設利用者負担金等の、先ほど次⾧が御説明申し上げました差額分でござ
いますが 5 万 700 円、これは延⾧保育料の現年度分でございまして、8 世帯、8 人分でご
ざいます。 

それから、指定管理者取り消しに伴います返還金 367 万 6,800 円でございますが、これは
平成 18 年 9 月 30 日をもちまして多賀城市の当時あかね保育所の指定管理者でございまし
た学校法人高橋学園についての指定管理者の指定の取り消しを行っております。その際、
平成 18 年度の年度協定に基づきまして支払いをいたしました平成 18 年 4 月から 9 月まで
の途中退所児童分の保育費 3 万 3,000 円と、平成 18 年度の特別保育事業の前払い金 734
万 7,000 円がございましたが、このうちの 6 カ月の未実施事業分としまして 367 万円
3,500 円、これの合計で 367 万 6,800 円となっているものでございます。 

○藤原委員⾧ 

とりえあず 27 ページ関係回答いただきましたが、板橋委員、よろしいですか。 

では、次は市税収入の減と財調の基金の関係も答弁。板橋委員。 

○板橋委員 

財調の差額だけでいいです。数字の。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

それでは、財政調整基金の金額の差について説明させていただきます。 

まず、資料 6 の 60 ページの方で財政調整基金の合計額が 11 億 8,833 万 9,645 円という
ことで、こちらと本日お配りしております資料の間に乖離があるのではないかという御指
摘でございましたが、この乖離部分なんですが、約 5 億円ございます。この 5 億円に関し
ましては、予算で定めておりました基金の繰入金の額なんですけれども、こちら実際に使
用しなかったということで、出納整理期間に基金の方に戻していただいたということにな
ります。ですから、この部分が予算で繰り入れしていた部分、予算繰り入れ分が戻ってき
たということで、この合計が本日お配りした資料ではふえているということになります。
その差額でございます。 

○板橋委員 

そうしますと、きょういただいたやつが基金合計が 60 億 9,700 万円、ナンバー6 の 60 ペ
ージの基金の現在高状況、合計が 63 億 6,000 万円、その差、基金の繰り入れ 5 億何がし
を足した場合に、ここでも差が出てきますよね。 

それで、下 3 行の国民健康保険事業財政調整基金ほか 2 本、これの数字というのはどこに
今度、特別会計の方に移行されているんですか。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

大変失礼いたしました。そのほかに出納整理期間であります 4 月、5 月分の利息分等も含ま
れてございますので、若干その数字が合わないということになってございます。大変申し
わけありませんでした。 



60 ページの下の方の基金なんですが、こちら特別会計の方で設置しております基金という
ことでございまして、きょう用意させていただいた資料からは除かせていただいておりま
した。 

○板橋委員 

除かせていただきましたでいいんだけれども、何で除いたのか、その辺まで一回でぱっと
いけないのかな、この辺。 

○藤原委員⾧ 

ただ、従来からずっとそういうつくり方をしてきたんですよ。ナンバー8 とか、全部そうい
うつくり方してきたので、むしろ載っけると変な感じになっちゃうんじゃないかと私は思
うんですけれども。 

○板橋委員 

だって、ナンバー6 に載っていて、きょう出したのに載っていない。 

○藤原委員⾧ 

それはどなたか。市⾧公室⾧。 

○菅野市⾧公室⾧ 

きょうお出ししたのは、財政経営の方で管理している基金の一覧表ということでお出しを
しておりますので、特別会計はそれぞれの特別会計を所管している課の方でそれぞれ基金
の方を掌握しておりますので、今回は財政経営担当の方で掌握している基金の一覧表とい
うことでお出ししたということで御理解いただきたいと思います。 

○板橋委員 

では、副市⾧に確認します。では、二つ出さなければならないんじゃないですか。特会の
方も。基金の一覧表という形でお願いしたはずなんです。その辺どうなっているんでしょ
うか。いやあ、ほんとに子供のつき合いでないんですよ。これ何ぼなの、足したらば。5 億
6,000 万円でしょう。違いますか。副市⾧、お願いします。 

○鈴木副市⾧ 

この決算の資料につきましては、毎回申し上げておりますけれども、普通会計という区分
で御説明をずっと今までさせていただいています。その中で、今回は板橋委員から基金の
状態の資料をという御提示がありましたので。これは普通会計の中で御説明しております
ので、普通会計に属するものの基金を御提示申し上げました。もしこれが必要であれば、
そのときにおっしゃっていただければ十分つけ足したものでございますけれども、一般的
に決算は普通会計でございますから普通会計の分だけお出ししたということでございます
ので、御理解いただきたいと思います。 

○藤原委員⾧ 

板橋委員、国民健康保険及び介護保険事業及び介護従事者処遇改善臨時特例基金等につい
ては、そのときの特別会計のときに審議していだたくということでお願いしたいと思うん
ですが、どうでしょうか。 

○板橋委員 



それでは、地方債借入先一覧、平成 21 年度 207 億 8,443 万円の借り入れ先と、何で土地
が安くなっているのに固定資産税は一部上がるんですか。その辺、数字的な。 

○藤原委員⾧ 

資料のナンバー幾つの何ページですか。 

○板橋委員 

固定資産に関してはナンバー4 の 1 ページのナンバー8 の 34 ページになるのかな。お聞き
するとすれば。 

○藤原委員⾧ 

いずれにしても、固定資産税について、土地が下がっているのになぜ固定資産税が下がら
ないのかという御質問だったと思います。 

○板橋委員 

上がるのか。一部上がっているところがあるんです。 

○鈴木税務課⾧ 

お答えいたします。 

御存じのように、固定資産税の評価については平成 6 年度に大きく変わりました。これは、
全国的に評価の均衡を図るために、これまでばらばらで評価していた評価水準を一律に地
価公示価格の 7 割とした評価替えが行われました。実態そのとおり課税する評価額と課税
のもとになる課税標準額で開きがあるものですから、少しずつ評価額と課税標準額が近づ
くように、税負担の調整措置というのが設けられるようになりました。 

具体的には、あるべき課税標準額、これが税率に係る額なんですけれども、これに対して
前年度の課税標準額が一定の水準に達している土地の課税標準額は、据え置きですとか、
あるいは現状の価格の下落を反映して税額が下がるということになっていますけれども、
そこまで達していないところにつきましては負担調整によって年々、徐々に課税標準額が
引き上げられる仕組みになっている。 

このような制度の違いがあるために、評価額が下落傾向にあるものの、それをもとにした
課税標準があるべき課税標準に達していないところにつきましては前年度課税標準額に対
して段階的に上昇するということになります。 

具体の例を挙げますと、本市の宅地、小規模住宅でございますけれども、このほとんどは
負担水準が 0.8 以上になっていますことから、前年度の課税標準に据え置かれるか、ある
いは土地の下落に伴い引き下がっております。 

板橋委員から御質問の上がっているところがあるということなんですけれども、これに比
べて市街化区域に介在する田んぼや畑につきましては本来の課税標準額に達した農地が全
体の市街化区域の農地の約 10％にしかすぎません。残りの 90％の農地につきましては、ま
だ引き上げていく過程にある土地であります。さらに、この市街化区域の農地の 70％は最
も負担水準の高い、いわゆる上がり切っていない、負担水準 0.7 未満であることから、も
うしばらく土地が下落しても税額が緩やかに上がっていく傾向にあるというふうに思って
おります。以上でございます。 

○藤原委員⾧ 



よろしいですか。 

○板橋委員 

地方債借り入れ先一覧のやつ。 

○萱場市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

借り入れ先一覧表、資料では提出させていただいていなかったんですが、今口頭で申し上
げたいと思います。 

民間と政府系金融機関というふうに大きく分けるとその 2 グループから借り入れをしてお
ります。 

まず民間の方なんですが、七十七銀行、仙台農協、杜の都信用金庫、荘内銀行、北日本銀
行、仙台銀行というのが銀行等引き受けということで借り入れをしてございます。あとは
日本生命。 

あとは地方公共団体金融機構。あと政府資金としまして財務省の方から借り入れているも
の。それと、共済としましては、市町村振興協会。それと、宮城県の方からも借り入れを
してございます。以上です。 

○板橋委員 

去年より地方債の借り入れが 10 億円多くなりましたね。そうすると、政府系の方から 10
億円全部借り入れしたということですか。大体の数字くらい言っていただいてもいいと思
ったものですから。 

○藤原委員⾧ 

後での資料提出ではまずいですか。 

○板橋委員 

いいです。なければ、いいです。 

○藤原委員⾧ 

では、金額もということなので、後で借り入れ先と金額と一覧表にして出していただくと
いうことで。（「21 年度」の声あり）21 年度だよね。 

○板橋委員 

そうです。 

という形で基金と、あとは歳入の根幹である市税、固定資産税、前年対比減額になってき
ているということで、その割には一般財源が 200 億円近くいっているということで、こう
いう厳しい御時世に対して土地開発公社はもう必要ないのではないですか。公社そのもの
というのは、土地がバブル期絶頂期に右肩上がりで土地が上がっていった、それに対して
公共用地を確保するために先行投資で土地開発公社が事前に購入していて、それで一般会
計の方に土地を売り渡すという形で。今、土地下がっているんですから、上がりっこない
んですから、土地開発公社で何も 20 数億円基金をお持ちにならなくたって、要は借り入れ
を早く金利の高いのから償還していって、もう少し……。 

○藤原委員⾧ 



では、副市⾧に答弁させますので。 

○板橋委員 

はい。その辺、どのようになっているのか。経常収支比率だってよくなってくるんじゃな
いかと思いますので。そのためいろいろなことを今お聞きしたんですが。その辺、いかが
でしょうか。 

○鈴木副市⾧ 

まず、ちょっと誤解があるようでございますけれども、土地開発公社と土地開発基金は別
物でございます。それから、土地開発公社の不要論が今出ましたけれども、土地開発公社
は先行して土地を買うという目的と、それから補助事業で後で土地を買い戻すために土地
開発公社で取得するという目的がございますので、今の補助制度を活用するという意味か
らも土地開発公社はまだ必要であるというふうに思っております。 

○藤原委員⾧ 

ほかにございますか。 

○戸津川委員 

大変スケールの大きな質問の後にささやかな質問をさせていただきます。 

資料 4 の 26 ページです。私、本当にわからない話が多かったんですが、ここだけはちょっ
とわかりましたので質問させていただきます。弁償金のところで、弁償金 1,000 円に対し
て 11 万 1,400 円という収入済額というのがありますけれども、御説明の中で学校関係が 5
万 8,000 円だったというふうにお伺いしたんですけれども、それで間違いないでしょうか。
そしてまた、できればどんな状況の、どんな件数で 5 万 8,000 円という収入があったのか
ということをお聞きしたいと思います。 

○鈴木副教育⾧(兼)教育総務課⾧ 

それでは、御説明申し上げます。 

この弁償金につきましては、多賀城小学校の新築に伴います、その過程の中で、ガラスと
かそういった学校そのものを壊された経緯があります。その当時なんですが、平成 18 年 8
月 25 日の深夜に、当時中学校 3 年生だった生徒 4 人が改築したばかりの校舎を破損したも
のでございます。それがたまたま防犯ビデオに全部映っておりまして、壊した生徒が特定
できたものですから、いわゆる弁償していただくということで、その 4 名の家族と話し合
った結果、被害総額 71 万 4,000 円を 4 家族で均等に弁償するという形で折り合いがつき
ました。 

しかし、2 世帯はすぐ 17 万 8,500 円を平成 19 年度に完済しましたが、残る 2 世帯につき
ましては分納という形で毎月少しずつお支払いをいただいたということでございます。し
たがって、19 年度、20 年度、21 年度と 3 年間かけて弁済をしたという 1 家族がございま
して、そのうちの 1 世帯分 5 万 8,500 円が平成 21 年度に弁済して、すべて完了した、こ
ういう状況でございます。以上です。 

○戸津川委員 

ありがとうございました。私懸念いたしましたのは、今お聞きしたような状況であれば、
弁償させることが子供とそして御父兄と学校の先生の間で共通理解ができて納得の上でな



されたと思いますので問題はなかったかと思いますけれども、私が学校現場におりました
ときには、この子にこれを弁償させることが本当に教育的なことなのだろうかと、担任と
いたしましては、そのことを母親や父親に告げるということに大変ちゅうちょするという
ことがままありました。子供というのは、もちろん失敗をするのが当然な時期でございま
す。大人でさえも失敗はありますので、失敗の部類といいますか、そういうものにまで弁
償しなくてはいけないという場に私が何回か遭遇したものですから、弁償という言葉に大
変敏感になっておりました。 

これからも、教育の場ですし過ちを犯すのが当たり前の子供たちでございますので、今回
の件は仕方がなかったかと思いますけれども、過ちでガラスを壊してしまうということも
よくあります。そういうときにはよく協議をして、何が子供たちにとって教育的かという
ことで、ぜひこれからも判断をしていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○藤原委員⾧ 

以上で歳入の質疑を終結たいと思いますが、御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤原委員⾧ 

なしと認めて、歳入の質疑を終結いたします。 

 ● 歳出質疑 

○藤原委員⾧ 

これより歳出の質疑に入ります。 

第 1 款議会費から第 3 款民生費までの質疑を行います。質疑のある方、挙手を願います。 

○深谷委員 

主要な施策の成果に関する説明書の 11 ページ。1 点目が、市のホームページの充実に要す
る経費。資料 7 です。それから、7 の 64 ページです、市立保育所運営管理に要する経費。
それから生活保護扶助に要する経費、75 ページ、同じ資料の。すべて同じ資料から。 

市のホームページのアクセスについてなんですけれども、10 款の方とどっちでやろうかな
と思ったんですが、各学校のホームページが着々とでき上がってきておりまして、本当に
ありがたいことだなと思うんですが、いまだに市のホームページの方から市内の小学校、
中学校というページを開きまして学校の方をクリックしますと、PDF の方に飛ぶようにな
っております。あそこをハイパーリンクかなにかで学校ホームページのアドレスを入れて
いただくと、いろいろな方々が市の学校の情報を得る際に、多賀城市役所から検索をかけ
て市内の学校ということで調べると、ホームページに行かないなと。ヤフーの方で多賀城
市立山王小学校と入れると山王小学校の方に飛ぶんですが、グーグルの方で検索して多賀
城市立山王小学校というふうに検索しても一発では行きません。そういった部分のアクセ
スを楽にできるような対策も図っていただきますと、もう少し開かれた学校の情報提供、
開示につながるのではないかなと思いますので、まずすぐにできることとして市のホーム
ページのリンクに各小学校、中学校のホームページを張りつけるということをしていただ
きたいと思いますが、まずこの点、よろしくお願いします。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 



市のホームページのリンクにつきましてはリンクの基準がございまして、それをクリアし
ているものであれば積極的にリンクしていくことにしてございます。学校の方につきまし
ては、技術的には当然可能だと思いますが、その辺、個人情報の関係とか……。ごめんな
さい。協議をした結果、9 月 10 日、リンクすることにいたしましたので。 

○深谷委員 

9 月 10 日にリンクするということなんですね。（「した」の声あり）した。したんだね、
9 月 10 過ぎていますから。わかりました。では、アクセス向上に寄与してください。 

それから、さっき言ったように、多賀城市立山王小学校というふうに入れて、検索ツール
によって検索できないツールが、一番上に出てこないところがあるんです。多賀城市立山
王小学校でヤフーで検索すると一番最初に出てくるんですけれども、グーグルで検索しま
すと次のページのたしか上から 2 段目に出てくるような状況になりますので、どこの検索
ツールを利用しても市内の学校がすぐ開示されるようなシステム構築を心がけていただき
たいと思います。これは答弁要りませんので、よろしくお願いします。 

それから、64 ページの方に移りたいと思います。市立保育所運営管理に要する経費につい
て、市立あかね保育所の部分、施設面積が 629.4、そして浮島保育所 628.3、この施設面
積と定員の関係を教えてください。 

○但木こども福祉課⾧ 

浮島保育所につきましては、21 年度に改築をしたということで、資料では 628.3 平米にな
っておりますが、増築によりまして、これが 826.35 平米に増床してございます。それから、
あかね保育所につきましては 629.4 平米ということでございます。 

○深谷委員 

そういうことであれば理解いたしました。これを見て、単純に施設面積が変わりないのに
定員は 10 名少ないという部分で、保育士をふやすなり部屋を多少拡張すれば定員の幅も広
げられるのかなと感じていたので御質問した次第でございます。 

これに関連して、保育所で、前回の定例会のときですか、市⾧公室⾧の方から山王の市営
住宅跡地の利用法として保育所が西部地区の要望が多いということで、そういったお話が
出たと私記憶しておるんですが、今現在どういう方向で進んでいるのかということと、山
王の市営住宅の跡地を利用して保育所を建てる場合には多分建物を壊す費用、それから発
掘の費用もかかるふうに私認識しておるんですが、その分の試算というのは今現段階では
しておるんでしょうか。 

○菅野市⾧公室⾧ 

前回議会の方で私回答申し上げたときには、西部地区の 3 カ所の市有地、そこをどう利活
用するのかということで、山王市営住宅の跡地については私立保育所の誘致先として最適
の土地であろうということで、その方向性で検討していますということで回答を申し上げ
たつもりでございます。その中で、私立保育所になりますので、そこを誘致する際どの程
度の費用がかかるのかというのは、こちらの方ではわかりかねる。ただ、面積によって発
掘の部分も、その上屋が建つ部分のところに限定した場合と全体的に発掘するのでは大分
費用が変わりますので、そのあたりは具体的なものが出てこないと見えない部分はあるの
かなというふうなところでございます。 

○深谷委員 



どれくらいの面積で考えているのかという部分は、西部地区、うちの 3 人いるうち 2 人が
待機児童で待っているわけなんですけれども、そういう待機児童の数を把握して、その方
の住まう場所を考えれば、どれくらいの方が西部地区で待機しているかという部分で建物
の大きさからそういった部分もすぐに計算できるのかなというふうに思います。 

そこでなんですけれども、すべてをやるのか建てる部分をやるのかというところで大体幅
は決まってくると思うんです。その幅が決まったぐらいの、それを試掘した場合の予算と
いうのはどれぐらいかかるものでしょうか。文化財課⾧、もしわかれば教えてください。 

○高倉文化財課⾧ 

建物の内容がよくわからないで数字だけどのくらいかかるかということについては、余り
具体的な話をここで申し上げたくないんですが、できるだけ遺跡に影響を及ぼさないよう
な建て方だとか、そういう形でできるだけ事業に支障のないような考え方はとれるかなと
いうふうに思うんですが、基本的にどのくらいの枠組みの中で施設をつくっていくのか、
その辺の基本的な計画をまず立てていただいて協議をしたいと考えております。 

○深谷委員 

どんな建て方をするにせよ、試掘をします。試掘をした後に、これは本調査が必要だろう
となった場合には、またさらに期日も延びるとか、待機児童がさらにふえるとまでは言い
ませんが、時間がかかってしまうという状況を考えたときに、私は、前回一般質問でも提
案させていただきましたが、わざわざ土の入れかえをして、たしか 1 億ちょっと。新田の
浄水場の跡地、建設があったあそこの場所、あのようにして、今から発掘も必要ないわけ
ですし、もし必要だとあれば水道の方から買うような形で建てれば、土地だけ提供して、
あとは運営してくれる社会福祉法人なりが見つかれば、すぐにでも建てられるのではない
かなというふうに考えるですが、その辺は御見解としていかがでしょうか。 

○内海保健福祉部⾧ 

西部地区の公有地といいますか、市が使える土地についての検討を内部的には行っておる
ということです。先ほど山王市営住宅跡地の土地の利用の関係、これについては保育所の
利用が一番近いのかなという結論でした。今御指摘のありました新田の土地ですけれども、
これについても保健福祉部としては、今申し上げました西部地区三つの土地、高橋の土地
含めて三つの土地の利用を視野に入れてはおるんですけれども、今の時点で対応するとい
う方向が大体出てきたのかなというのが山王の市営住宅跡地というような状況です。 

○深谷委員 

一般質問も出ていることなのであれなんですけれども、余りお金がかかることなく、すぐ
に対応できるような仕組みをもしつくるのであれば、試掘も要らないし何も要らないとい
う場所に建てるのが。待機児童というのは、働きたくても働けない保護者の方々がいらっ
しゃるわけなので、一刻も早くそういった整備を進めることが少子化の対策にもつながり
ますし待機児童の解消にもつながると思うので、そこが最善だと思うのであれば、その最
善だと思う方に向かって、すぐに何かの形で方向性を見出していくことが必要ではないか
なと思いますので、今保健福祉部⾧の方からも答弁ありましたとおり、もしそこで最善だ
というのであれば私も別に新田をごり押しはしませんので、山王の市営住宅跡地で早く、
どういうふうな形でやって、どういうふうに発掘が必要なのか、そして発掘が必要な中で
その予算もつけてどういうふうにしていくのかという明確なスケジュールをぜひ提示して
いただければ、そういったことを市民の方々から聞かれた場合にも我々としても対応でき
るかなと思いますので、よろしくお願いします。答弁は要りません。 



それから、7 の 75 ページの生活保護扶助に要する経費の事務事業評価の生活保護扶助事業、
成果のところで 6 世帯というところがあるんですけれども。すみません、事務事業評価結
果 1 の 224 ページの部分です。生活保護扶助費という、生活に困窮している方ですとか高
齢の方、それから障害のある方、傷病世帯が多いということなんですけれども、そんな中
で生活保護から抜け出してというか、生活保護の受給をストップして、また就労して働い
たという世帯が 21 年度は 6 世帯あるということなんですけれども、平成 22 年度の計画値
としては横棒です。こういうふうになっているというのは、今現在のところ見込めないと
いうことなんですか。例えば傷病にしても障害者の方にしても、高齢者で今多賀城市内で
受けている方はそういう方々で、目標を立ててもちょっと難しいのかなということでここ
は記入していないのでしょうか。 

○伊藤保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

21 年度の実績が 6 世帯ということで、就労したわけでございますけれども、では次年度以
降、今年度も含めまして、どのような形の目標を設定するかということになりますと、な
かなか難しいというのが正直なところでございまして、たしかにこれまでの 20 年度の 3 世
帯とか 21 年度の 6 世帯ということからいけば、22 年度は例えば 10 世帯というような数
字が出てくるかと思いますけれども、そのときどきの生活保護の被保護者の状況に相当に
影響されるものですから、なかなか目標が設定しづらいということでここで横棒にしてい
るというのが現状でございます。 

○深谷委員 

私は、その難しい状況というのもわかるんですが、生活保護受給世帯数でケースワーカー
の方が 21 年度 6 名配置されていて、その中でそういった方々が活動する目標としては働い
てもらえるような努力をするという部分なんでしょうけれども、努力をするときに目標と
してみんなで、6 人だったら 6 人が一丸となって、とにかくそういう方々のためにどうにか
しようという目標は立てるべきかなと私は思いますので、これは立てた方がよろしいので
はないでしょうか。これは一つ質問にします。 

それから、活動指標の中で平成 21 年度決算実績で 9 億 3,600 万円、平成 24 年度には 12
億円、約 4 億円ぐらいふえるということで、生活保護というこの制度がいい悪いではなく
て、こういうふうにならないような状況をつくるためにもどうしたらいいのかという部分
を考えていかなければいけないのかなとは思うんですが、具体的にそうならないための啓
発といいますか、世の中の状況に対しての多賀城市としての保健福祉部の努力というのは
どういったことがあるのか教えてください。 

○内海保健福祉部⾧ 

これは非常に大きなテーマでして、生活保護の制度そのものというのが、一番下の方のセ
ーフティネットという形で今機能しているところです。ですから、その辺に具体的な成果
目標を置いて、それに近づけていこうという努力が、実は自治体の努力ではなかなか難し
いという部分がございます。例えば、生活保護の世帯の中身を調べてみますと、高齢世帯
が圧倒的に多いということなんです。ですから、なかなか高齢になりますと就労機会にも
恵まれないということがありまして、その辺の方々に対して労働を強いるということ自体
もいかがなのかというところがございます。 

ですから、年金の制度を含めて、特に今国民年金については納付率が非常に悪くなってい
るんですけれども、そういった意味で、どういった形で社会保障の部分を税金と皆さんの
年金の掛け金という形で保険料の部分とをどう絡めて将来に対して仕組みをつくっていけ



ばいいのかということについては、我々自治体というよりも国の根幹の制度を決める国会
の方でしっかり議論していただくということが必要なのではないかと思います。 

ですから、我々はそういった大きなフレームの中で一生懸命できることを実行していくと
いう形にしか多分対応できないのだろうというふうに思っております。 

このごろ非常に生活保護世帯がふえているんですけれども、我々、ケースワーカー含めて、
一生懸命そういった形で、就労可能な人たちに対しては就労を促して、なるべく普通の生
活に戻っていただくという努力をしているわけですけれども、なかなかそうは至らない
方々も現実の中にはいるということ、これは知っていただきたいなというふうに思います。 

○深谷委員 

その御努力に感謝申し上げます。その中で、私は生活保護についてなぜこのような視点が
一つあるかと言いますと、仕事をしてしまうと生活保護が受けられないから仕事をしない
という方も私、お見受けしたことがございまして、そういった方自体がおかしいことなん
ですけれども、そういった方も中にはいらっしゃるということで、生活保護受給が確定し
てから例えば年に 1 回とか半年に 1 回とか、そうった方との面談等に関してはどのような
やり方で行われているのでしょうか。 

○伊藤保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

これには基準がございまして、生活の実態、あと生活保護を受けてからの期間、それによ
りまして A から D 段階まで区分けをしておりまして、例えば月に 1 回とか、あるいは 2 カ
月に 1 回とか、そういう形でローテーションを組んでケースワーカーが訪問している。そ
のほかに、窓口に用事なんかがあったりして来ますけれども、その都度、面談なんかもし
ているというふうな状況でございます。 

○藤原委員⾧ 

ただいまから 10 分間休憩いたします。15 分から再開いたします。 

午後 3 時 05 分 休憩 

 
午後 3 時 15 分 開議 

○藤原委員⾧ 

議事を再開いたします。 

保健福祉部次⾧より発言を求められておりますので、発言を許します。 

○伊藤保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

先ほど、就労支援に対してどのようなことをやっているのかという御質問で、ケースの訪
問ということでお答えをしておりましたけれども、その中で A から D 段階までというお答
えをしたわけですけれども、もう一つございまして、E 段階というものがございます。です
から A から E までということで 5 段階の格付をしながら、それぞれケースの訪問をしてい
るという状況でございます。 

ちなみに、A 段階に属する世帯については月に 1 回以上訪問いたしまして、そして就労指
導なんかを行っているということでございます。このA段階に属する世帯といいますのは、
「就労していない 50 歳未満の者のいる世帯及び就労していない 50 歳以上の者で求職活動



状況の申告を行わない等特に指導を要する者のいる世帯」ということで、それぞれ各段階
別に訪問の格付が決められているという状況でございます。以上です。 

○深谷委員 

そうですか。議事の進行に御協力と、先ほど平成 21 年度の財源ということでも少しお話し
しましたが、24 年度にはさらに 6,000 万円ぐらい上積みして 3 億円ぐらいの予算に計画値
としてはなると。そういうふうになりますと、一般財源で税収は減る、何はするというと
きに、必要な制度としてはありますけれども、ほかの部分で削らざるを得ないという状況
が出てくることは、しようがないという気持ちと、どうにかならないのかなという気持ち
と、やはり両方あるわけですので、ケースワーカーの方々のさらなる御努力と、言葉は悪
いですが、働けるのに働かないというそういう部分も多少なりとも……、仕事がないと言
われればそれまでなのかもしれませんが、仕事を選ばなければ仕事は幾らでも、探そうと
思えば人間努力すれば探せるのかなというふうに思いますので、そういった部分も含めて
今後とも生活保護の推移については見守っていきたいなというふうに思います。 

それともう一つ、すみません、これに付随して、先ほど最後のセーフティネットという部
分がございました。前回の市税のときにも私これ言ったように思いますが、中間のセーフ
ティネットの部分で社会福祉協議会に委託している部分、あと県の方でやっている部分と
いうことで、間で生活保護は受けたくないんだと。ただ、5 万円、10 万円のお金を貸して
ほしいんだというときに、もう少し簡単な申請で、それがあれば生活保護を受けなくて済
むんだと。おれは生活保護を受けたくないんだという方々も中にはいらっしゃいますので、
そういった方々にすぐにそういう制度、こういうのがあるから、これを利用してちょっと
しのいでくださいというような、本当に簡単にそういうことができるようにすることも、
生活保護の扶助費をふやさない一つの施策になるのかなというふうに思いますので、そう
いった部分、社会福祉協議会と連携を図りながら御努力していただければなというふうに
思います。 

○藤原委員⾧ 

答弁は。 

○深谷委員 

マイクを立ててくださったので、部⾧から一言いただきたいなと。 

○内海保健福祉部⾧ 

どんな制度をつくったらいいのかという部分につきましては、なかなか一自治体の考え方
をどうのこうのというふうな話にはならないかと思います。ただ、今生活保護の制度だけ
でそういった状況に陥っている人たちを本当に救えているのか、あるいは再起を促すため
の仕組みとして制度がうまく機能しているのかということになってきますと、我々として
もちょっと疑問なところがあるのかなと。ですから、それらを補うための仕組みとして自
治体ができることが何であるか、あるいは住民の方々が協力してできることが何であるか
ということも含めて、社会全体としてこの問題については考えてまいりたいというふうに
思っております。 

○森委員 

まず資料 7 の 25 ページ、これは交通安全対策啓発事業についてであります。それから、も
う 1 点が 55 ページの 13 番、お元気ですか訪問事業に要する経費、それからもう 1 点が
60 ページの家庭児童相談室に要する経費です。 



まず最初に、25 ページの交通安全啓発事業なんですが、これに相対しまして行政評価の取
り組みの 26 ページ、27 ページ。実はきのうも事故があったんですが、自転車でございま
す。自転車について、行政評価の取り組みにもあります。私だったかなと思うんですが、
一般質問をしております。21 年度について自転車事故、いわゆる加害者になったり被害者
になったりという件数、把握してございますでしょうか。 

○鈴木交通防災課⾧ 

全体では 245 件でございますが、自転車に関するものは 58 件になっております。 

○森委員 

非常に割合的には多くて、245 件中 58 件。たまたまこの対策で、保育所、幼稚園、学校、
小学校まででしたかね、講習をやったりということでございました。多分この 58 件の中で
被害者、加害者として割合が多いのが中高生に移行しているような気がするんですが、そ
の辺、どのように把握してございますでしょうか。 

○鈴木交通防災課⾧ 

大変恐縮です。今そこまでの資料ございませんので、のちほど確認したいと思います。 

○森委員 

では、事故の時間帯であります。実際、時間帯というのが通学時間でありまして、中学校
では許可されているもの、自転車通学ですね、高校でも許可されているものだと思います。
ということで、非常に飛ばして走っているというところがございます。市当局の方でも、
市内の子供たちからおじいちゃん、おばあちゃんまで、被害者になったり加害者になった
りということでございますので、この辺の通行帯の問題もありました。経費がかかるとい
うことで、多分なかなか対応が難しいのではないかというふうな質疑をしたのを覚えてい
るんですが、一番お金のかからない講習、改めてまたこれを深めていただきたい。まして
や、もう一つ、市民でございますので、高校生であったり社会人であったりというふうな
対応が必要だと思うんですけれども、その辺の対応を伺いたいと思います。 

○鈴木交通防災課⾧ 

確かに森委員おっしゃるように、高齢者あるいは子供、幼稚園、小学校、この辺はいろい
ろな機会をとらえながら、女性の指導隊もありまして、結構やっているかなという感じは
しておりますが、今言われた中高生、やっぱりちょっと薄いのかなという感じは持ってお
ります。その辺も含めて、今後また考えていければいいかなと思っております。 

○森委員 

きのうも高校生だったような気がします。直接見ていないのでわからないのですが、高校
生のようだった。その前にも同じ場所だったんですが、場所にも問題があるのかもしれま
せんが、高校生が通学時に車との接触でした。ということで、これは多賀城市民であろう
がなかろうが本当は命に差はないものですから、その辺のところで高校であれば各高校に
も通達を出していただくようにぜひお願いしたいと思います。これに関しては答弁必要ご
ざいません。 

次に、55 ページのお元気ですか訪問事業に要する経費でございます。これにつきましては、
昨今、高齢者の方々が行方不明になったり所在が不明であったりというふうな報道があり
ました。ということで、ここで説明の中で年 1 回から 2 回訪問すると。虚弱な方に対して



は 2 回から 4 回。ひとり暮らし世帯が 1,853 件、不在が 856 件。不在の方に対しての再訪
というのはどのようにされているんでしょうか。 

○松岡介護福祉課⾧ 

お答えいたします。 

こちらの方に掲載させていただいております延べ訪問件数、不在の件数でございますが、
これにつきましては、例えばお 1 人の方に 2 回、3 回と例えば複数回でお邪魔した際に、
例えば 2 回目にお会いできなかった場合もございます。そういったものを不在の件数とい
うふうに載せてございますので、必ずしもこの方々とお会いできないということではござ
いませんで、訪問した複数回の際にお会いできなかった回数ということでございます。 

○森委員 

ということで、1,853 件訪問されて、全然会えなかったという方はいらっしゃるんでしょ
うか。 

○松岡介護福祉課⾧ 

この訪問事業につきましては、安否を確認、あるいはその後の生活の状況を確認するとい
うことでお伺いしておりますが、中には例えば買い物であったり、あるいはお仕事をされ
ている方も中にいらっしゃいますので、そういう場合には例えば御近所にお伺いをして、
お変わりないですよとか、お仕事で出かけていますよという形で、お会いはできませんが、
そういった形で状況が確認できればということもございますので。ただ、基本的にはお会
いすることにしております。ですので、例えば⾧期間にわたってお会いできなかったとか、
そういったケースはないというふうに確認しております。 

○森委員 

恐らくひとり暮らしの人に多いんでしょうが、⾧期間にわたっての入院、あとは親戚のと
ころへ行っていたというふうなことで、なかなか個人情報であったり、また今それを飛び
越えてまでも生命の安心・安全を守るということが言われています。極力これは続けてい
ただきたいと思いますし、お年寄りをまずきちんと見て、地域でも見ていっているという
ことを今ちらっと聞いて安心したり、あとはそれをきちんと継続していっていただければ
と思います。 

では、最後です。家庭児童相談室に要する経費でございます。ここで虐待の件数がござい
ました。38 件が 20 年度、31 件。回数も減っている、件数も減っている。これに関しまし
ては解決したのでしょうか。解決したことで減少なのでしょうか。年度で新たな数として
出てきたものなのでしょうか。この辺のところを伺いたいんです。 

○但木こども福祉課⾧ 

昨年度の児童虐待の件数、今委員おっしゃいましたように 38 件から 31 件に減少しておる
ということですが、引き続きといいますか、そういったことではなくて、今回の児童虐待
の例えば通報があった例が 45 件ございまして、そのうち虐待と認められるものが 31 件あ
ったという状況でございまして、虐待の種別もいろいろありますけれども、身体的あるい
は心理的というものが多いという状況でございます。以上でございます。 

○森委員 



虐待も乳幼児から児童までと幅広い子供たちが犠牲になっているようです。そういう部分
では、もう前からも私も質問しておりますし、ほかの議員の方々も質問しております。事
あるごとにこれが問題になっております。ある新聞では、これは事あるごとに法の改正が
あったり、どんどん、どんどんこれについては取り上げていくことが大切なんだというこ
と。要はネットワークがどんどん、どんどん深まっていくことが大切なんだというふうな
報道もありました。ということで、縦、横、斜め、ネットワークが非常にこれは密である
と思います。法改正も随分となされておりまして、子供たちを守ろう、乳幼児を守ろうと
いう機運が高まっております。多賀城市では、今の報道、随分と続いているんですが、や
むところなく、また現状も非常に減少しているとはいえ現実的にある。まず、この辺の対
応、いま一度伺っておきたいと思います。 

○但木こども福祉課⾧ 

児童福祉法の改正などもございまして、多賀城市でも要保護児童地域対策協議会というも
のを平成 17 年 11 月に設置いたしまして、さまざまな関係機関がかかわり合いながら、ケ
ース会議であったり、個別会議であったり、また実務者会議というものを開いて、まず情
報の共有を図るということで対応をしてございます。 

また、新聞報道等でありますように東京の江戸川であったり大阪であったり、児童虐待の
痛ましい報道がされているわけなんですが、そういった意味で児童相談所も、厚生労働省
もそうですが、虐待の疑いがあるという通告を受けましてから 48 時間以内にその安否を確
認すると。児童相談所の職員が実際にその目で見て確認するようにという通知も自治体に
出しまして、児童虐待の防止といいますか、早期発見に努めるという状況になっておりま
す。 

○森委員 

前にもお話ししたと思うんですが、非常にこども福祉課の対応、私も実体験をさせていた
だきまして、子供を守っていただいたという経緯がございました。多賀城市の対応、親か
らすると、なかなか理解してもらえない。例えば一時保護してきました、これに関して文
句を言う親もいました。ただし、子供の生命、安心・安全を守るためには、そのことは必
要であるということで、その連携。要は、なぜ一時保護したのかということがまずきちん
と説明される。親がどうこう言おうが子供の命は守るというところで、非常に感謝した覚
えがあります。 

ということで、児相の数が少ないというふうに言われております。ただ、窓口といたしま
しては、あらゆる部分での窓口を広げていただいて対応していただきたいと思います。以
上でございます。 

○相澤委員 

3 点お聞きいたします。まず第 1 点は、資料 7 の 19 ページ、中心市街地活性化事業に関す
る経費についてお聞きします。第 2 問は、同じく 22 ページ、行政評価の推進についてお聞
きします。第 3 問は、同じく資料 7 の 23 ページ、電算機業務処理及び運営管理についてお
聞きします。 

まず、第 1 点目、資料 7 の 19 ページ、ここに(2)として中心市街地活性化基本計画の見直
しという項目がございます。それで、これは行政評価の資料では 1 の 82 ページになるので
はないかと思いますが、まず最初に、今後これはどのようにしていくのかお聞きいたしま
す。 

○小野市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 



ただいま御質問をいただきました中心市街地活性化事業ですが、事務事業評価の冊子 1 の
82 ページ、この表でございます。中心市街地活性化基本計画の見直しというところで、21
年度事業といたしまして中心市街地活性化協議会、これは法定の協議会になるんですが、
その設立のための準備会を設けまして、そこで先ほど節の中で御説明申し上げました助言
診断事業というものを行ってまいりました。その助言診断事業のプロセスやそこで抽出さ
れた課題等を踏まえた上で、今後駅前中心市街地の活性化に向けての計画の見直しを進め
ていくという作業をしているところです。 

今後のスケジュールといたしましては、今年度中、つまり平成 22 年度中に中心市街地活性
化基本計画の再構築をしたいと思っております。中心市街地活性化協議会、先ほどお話し
した法定協議会は、こちらの方は多様な主体の参画と議論の場ということで法定された協
議会でございまして、そこの法定協議会においてこの基本計画が一体どのような方向性を
担保すればいいのかということも詳しく議論をした上で見直しの作業を進めていきたいと
思っております。翌年度、平成 23 年度にこの基本計画の大臣の認可を受けたいと。これは
内閣総理大臣の認可になってございます。23 年度中に認可を受けて、その基本計画に基づ
いて今後中心市街地の活性化に向けた事業を行っていきたいと考えてございます。以上で
す。 

○相澤委員 

その行政評価の 1 の 82 ページに活動指標というのがありまして、当初 70 という数字があ
って、平成 21 年度はですね、ところが実績としては 30 という数字が出ているわけですけ
れども、これは何がどうなったのでしょうか。 

○小野市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

こちらの方、当初計画では 70％を見込んでおったところ 30％というところで、実は中心市
街地活性化法定協議会の設立準備会の方で先ほど申し上げました助言診断事業を行う際に
中心市街地の活性化に向けた課題が数多く抽出されまして、その課題解決に向けたいろい
ろな議論が、掘り下げてやったものですから、ちょっと時間がかかってしまったというと
ころがまず第 1 点でございます。 

もう一つは、法定協議会を立ち上げて基本計画の見直しに当たっては、そこから意見聴取
をすることということで法定事項になっておりますが、実は法定協議会の方がまだ準備段
階途中で、設立の方まで至っておりません。こちらの方の設立に至らない事情でございま
すが、まず法定協議会の構成員なんですが、まちづくり会社を構成員とすること、これが
必須事項となってございます。そのまちづくり会社については法人であることが条件とさ
れております。そのための条件整備をただいましているところで、そちらの方の準備段階
だというところでございます。 

それから、中心市街地活性化基本計画については、いずれ法定協議会の意見を聴取してつ
くるというところでございますので、協議会と同時並行で進めなくてはいけないというと
ころで、この計画見直しの進捗率が 70％の半分に満たない 30％で終わったというところで
ございます。 

○相澤委員 

これはまちづくりのソフトの面まで及ぶわけですね。そうすると、今お話のあったまちづ
くりの会社というのは、1 社だけでなくて、ある程度の範囲を含むことを想定していますか。
広さはどのぐらいを想定していますか。 

○小野市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 



中心市街地のここで言っている区域なんですが、まずは平成 13 年に策定した中心市街地活
性化基本計画というものがございまして、今その基本計画の見直しをしようというところ
なんですけれども、その13年に策定した区域では、まずは区画整理地内で約8ヘクタール、
それから駅周辺地区の南側の商業区域、そちらもまぜて約 18 ヘクタール、それからその周
辺の都計道路の高崎大代線とかに囲まれた区域があるんですけれども、そちらの方がまぜ
て約 10 ヘクタールなんですけれども、合計 36 ヘクタール、こちら周辺市街地の区域とし
て計画上位置づけております。そちらの方の中心市街地の中でにぎわいと活性化を創出す
る、そういったものを予定しております。 

○相澤委員 

ここに計上されている金額は約 2,000 万円。違いますか。計画の中で活動指標の中の、違
うのかな、これは。200 万円かな。平成 24 年度に 200 万円という項目がありますけれど
も、これはどういうことに使おうとしているお金ですか。 

○小野市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

活動指標の 24 年度記載の A の欄の 200 万円ということですか。こちらの方は、中心市街
地活性化協議会、いわゆる法定協議会に対する活動の補助金を想定しております。 

○相澤委員 

今の回答を聞きますと、活動の補助金で 200 万円でしょう。そして、平成 23 年度に大臣
の認可をいただくわけでしょう。そうすると、まちづくりの姿が見えてくるのはいつごろ
なんでしょうか。にぎわいのある町が見えてくるのは、いつごろを想定しているんでしょ
うか。 

○小野市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

現計画、13 年度に策定した中心市街地活性化基本計画でも、ハード、ソフト両面から中心
市街地のにぎわいのビジョンというものを示しております。そのにぎわいのビジョンを踏
まえた上で今回見直しをするということとで、現在、ソフト面を中心に計画の見直しをし
ているところなんですが、23 年度の認可を受けるために今年度法定協議会の設立をして、
皆さんでビジョンを共有して、駅前のあるべき姿をあらわにしたいと思っております。し
たがいまして、今年度末あるいは 23 年度の認可取得時までには駅前の新たな計画のビジョ
ンというものが明確に皆さんで共有されるという形で考えております。 

○相澤委員 

ビジョンが計画されているだけで見えてこないという受け取りを今私はしました。若干遠
いなという感じがします。次にいきます。 

同じく 7 の 22 ページについてお聞きします。22 ページの上の方に(2)行政評価の推進への
取り組みという項目がございまして、たしか説明のとき、281 事業があって、来年には 800
事業にしていくというような説明があったと思うんですが、行政評価をいつ、どのような
形で明確に一覧みたいなものが出てくるのでしょうか。 

○木村市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

御質問の件ですけれども、来年度、全事務事業について事務事業の評価を行う予定として
おります。現在のところ、五次総の施策、基本事業の体系に合わせて今後事務事業がどの
施策にぶら下がっていくかというところの作業を進めていくわけになりますけれども、そ
の作業等が終わりましたら、体系の一覧になったものをお示しできると考えております。 



○相澤委員 

行政評価の取り組みでは 2 の 90 ページのところでよろしいんですか。照合するとすれば。 

○木村市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

行政評価の取り組みでは、ただいま申し上げた 2 の 90 ページでございます。 

○相澤委員 

では、新たに出てきたときにさらに詳しくお聞きしますので、きょうはその程度にして、
同じく 7 の 23 ページをお聞きします。電算機業務処理及び運営管理、予算が 1 億 3,162
万 1,000 円、決算が 1 億 3,076 万 8,000 円となっていますが、これは電算機を今後変更
しようとする取り組みをやっているわけですね。それで、従来と比較してどれぐらいの効
果があったのかお示ししてください。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

ここに載っている数字は、実は新しいシステムにつきましては 22 年 10 月から移行いたし
ます。ここに載っているのはあくまでも 21 年度の決算の数字でございまして、新しいシス
テムの移行の経費は入ってございません。22 年度につきましては、9 月いっぱいまでは古
い現在のホストコンピュータを利用しますので、その分の半年分、それから 10 月から来年
3 月までの新しいシステムの半年分については 22 年度の方の数字として出てまいります。 

○相澤委員 

そうすると、行政評価の取り組みは、これは 2 の 93 ページぐらいになるんですか。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

新しいシステムのやつは 94 ページの方に載せてございます。 

○相澤委員 

この計画によりますと、そうすると、今後この計画どおりにいくと大幅に人数が減ってい
くという見方でよろしいんですね。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

人数が減るというのではなくて、実は今回 5 年間の債務負担行為を設定してございます。
現在のシステムは年間に直しますと約 1 億 6,000 万円ほどかかってございます。これが本
年 10 月から移行するわけでございますが、23 年度につきましては全額移行しますので約 1
億 9,000 万円ほどの経費がかかります。ただ、これは新しいシステムに移行するデータの
移行費も入ってございますので、導入の一時経費も入ってございます。ですから、例えば
リース期間が終了いたします 5 年後の平成 27 年には、通常の経費としまして約 1 億円ぐら
いを見込んでおりますので、将来的には 7,000 万円ぐらいの削減効果が出てくるという見
通しでは見てございます。 

○相澤委員 

行政評価の 2 の 94 ページにありますこの数字ですね。そうすると、活動指標というのが
21 年度は 2,922 で、22 年度が 1,000 で、23 年から 0 と。この辺が効果が出てくるだろ
うと見ていい数字ですね。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 



経費面以外に、例えば法制度の改正とかそういういろいろな改正について今回サーバーシ
ステムを使いますので、今まで職員みずからやっていたそういう時間は当然削減されます。
そういうこともにらんで、人工的にはそういう数字を立ててございます。 

○相澤委員 

当然、そういう点では、若い優秀な頭脳的な業務に携わっている人たちのコースというの
が浮いてくるわけですね。違うんですか。直接コースは浮いてこないんですか。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

ちょっと質問の趣旨があれなんですけれども、例えば今各課の方にそういう電算処理に詳
しい職員が何名か配置してございます。そのほかに総務課の中の情報推進係ということで、
そこに専門の方々約 5 名ほどございますが、新しいシステムが移行になった場合、そうい
うことの専門職の削減効果は出てくるのかなという感じはいたします。 

○佐藤委員 

4 番の 32 ページです。一般管理費、再任用のところでお尋ねをいたします。 

ことしもたくさんの方が退職をされまして、再任をされた方もあれば、独自のライフスタ
イルを選んだというような方もいらっしゃいますけれども、再任用のあり方というところ
で、何か方針がありましたら。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

ことしの 3 月に退職された方々、二十五、六名ございますが、再任用という形では雇用は
してございません。庁内にはそういう職員はございません。制度としては再任用制度はご
ざいますが、現在多賀城市では再任用制度で職員を採用しているということはございませ
ん。というのは、再任用制度は当然定数の管理に並行してきますので、今現在は再任用制
度は採用してございません。 

○佐藤委員 

再任用制度ではなかったんだ。どこか出先に行った方もいらっしゃるという意味では、仄
聞をしますと、そういうところの適材適所だったなと思うところもたくさんありますから、
私別に個人的にはどうということないんですけれども、残っている職員の方とか、あるい
はさまざまなところで、どういうふうにして決めているのかなという透明感というか、そ
ういうところで疑問を投げかける人たちもいるというようなこともありまして、職員との
意見のやり取り、今いる人たちも含めて、明らかにしているというか、わかりやすい方向
性で示していかないと疑問符だけが残ってしまうというようなことがあるやにお聞きして
いるんですが、そういうことはないですか。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

例えば、外部のいろいろな機関から、定年する職員の中で、こういう職種がございますが、
だれかいませんかという問い合わせは当然来ます。その際は、我々は定年を迎える職員の
方々に一応希望は確認をします。その希望を確認した上で、例えばことしの 4 月には市の
外部の機関に再就職した方がございますので、決して今佐藤委員が発言したそういうこと
はないのかなということで進めてございます。 

○佐藤委員 



⾧い間在職して、そしてやめていくということは、だれしもがたどる道なんですが、その
先でまた気持ちよく働けるとか、いろいろないい思い出が役所にあるとか、そういうこと
につながっていくと思いますので、これからもそういうところでは透明性を確保しつつ、
みんなにもよくわかるような仕組みというか、そういうところできちんと残していってい
ただきたいなというふうに思うんです。制度というものがないとおっしゃっていましたけ
れども、話し合いというのが退職する人にも残って働く人にもわかるようなありようが大
事ではないのかなというふうに思うんです。ですから、そういう方向でこれからも仕組み
づくりに一生懸命頭つかっていただきたいんですけれども。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

現在、再任用制度はございます。たまたま多賀城市はそれをまだ実施していないというこ
とでございまして。 

それから、最近国の方では定年の延⾧も視野に入れて、今人事院の方で制度の構築に向け
まして進めているわけでございますので、その辺も当然視野に入れながら、今後の再任用
制度のあり方等について調査研究してまいりたいと思ってございます。 

○佐藤委員 

透明性確保のために、ぜひ頑張ってください。 

次、42 ページです。戸籍住民基本台帳で、大変この夏、暑さとともに話題になりました、
100 歳以上の人たちが行方不明だというようなことで、多分、住基の係の課⾧は調べてお
られると思うんですが、多賀城の実態を調べていたところでお聞かせいただければと思う
んですけれども。 

○加川市民課⾧ 

100 歳以上の住民基本台帳に何人いるかということだと思いますけれども、8 月末現在で 6
名でございます。内訳として、女性 5 名、男性 1 名でございます。 

○佐藤委員 

それだけの人数だと。もっとたくさん、全国では相当な数がいそうで、これをきちんと整
理していくのには法務局のところでの確認も大事だというお話もあったんですけれども、
一定の期間で見直していくという方向性にはあるんでしょうか。整理していくという。 

○加川市民課⾧ 

先ほどお答えしたのは住民基本台帳に載っている方で 100 歳以上ということだったので 6
名と答えたわけでございます。今問題になっているのは戸籍に記載されている方が何名だ
ということだと思いますけれども。多賀城に戸籍のある 100 歳以上の方は 40 名でござい
ます。40 名のうち多賀城市の住民基本台帳に登録している方は 3 名でございます。残り 37
名の方については戸籍の付票に記載のない方が 32 名、付票に住所の記載のある方が 5 名で
す。 

今問題になっているのは 32 名の付票に記載のない方ということなんですけれども、10 月 9
日、法務省の方から戸籍の消除について基準が示されました。その内容は、今回のこうい
う問題について消除の対象とする年齢は、生死及び所在につき調査の資料を得ることので
きない方、これは 120 歳以上の方を対象に今回消除するということで方向性がありました
ので、これから多賀城市の 120 歳以上の方について、法務局と協議しながら、消除に向け



て作業をしたいと思っています。（「9 月 9 日ではないですか」の声あり）失礼しました、
9 月 9 日でございます。9 月 9 日で法務省の方から指示かありました。 

○佐藤委員 

折に触れて一定の見直しは必要かと思いますので、整理をしていきながら、きちんとした
数字を確認していくことが大事かと思います。よろしくお願いいたします。 

それから、主要な施策の成果の 7 番の 15 ページなんですが、入札の方法です。確認になる
か質問になるか。多賀城市では、入札において最低制限価格制度というものを導入してい
るのでしょうか。 

○阿部管財課⾧ 

お答えします。 

多賀城市については、最低制限価格は導入しております。最低制限価格制度は、工事の請
負に係る競争契約において一定の基準価格を下回った入札があった場合に、当該契約の内
容に適した履行がなされないこととなるおそれがあると認められる場合に、その入札を失
格として排除する制度で、地方自治法により認められている制度であります。 

当市における最低制限価格の設定水準は、中央公共工事契約制度運用連絡協議会における
工事請負契約に係る最低入札価格調査基準、中央公共工事契約制度運用連絡協議会モデル、
これが示している範囲内の割合で、契約ごとに、その都度に設定しております。 

○佐藤委員 

わかりました。それが適用される仕事の中身、業務というか、工事だけですか。 

○阿部管財課⾧ 

建設工事において設定しております。 

○藤原委員⾧ 

10 分間休憩いたします。再開は 4 時 12 分。 

午後 4 時 00 分 休憩 

 
午後 4 時 11 分 開議 

○藤原委員⾧ 

予定時刻前ではありますが、全員おそろいですので、議事を再開いたします。 

最初に、先ほど森委員の質問に対して保留していた回答がありますので、交通防災課⾧よ
り答弁をさせます。 

○鈴木交通防災課⾧ 

先ほど交通事故の件数の質疑で、自転車に絡むものが 58 件、その内訳の中に中高生の分が
出るのかということでございましたが、警察の方ではそこまで出しておりませんので御了
解いただきたいと思います。 

○藤原委員⾧ 



出していないので、御理解くださいと。 

では、佐藤委員の質問を認めます。どうぞ。 

○佐藤委員 

結論を言いますと、何を言いたかったかというと、この制度の対象範囲を工事事業だけで
なくて物品の購入とかそういうところまで少しずつ広げていくという方向性は検討してい
るのかということです。 

○阿部管財課⾧ 

現在のところ、工事の品質、公共で調達するものの品質を確保するために、今現在は工事
の方にのみ最低制限価格というものを設定しております。これは、工事ですと当然、物品
と原材料が発生しますので、暗に低価格であれば、それらの品質が損なわれるおそれがあ
るという観点で最低制限価格を設定しているものであります。 

御質問の、請負契約以外、委託契約の業務等については、前例として千葉県の野田市で公
契約条例というものを 2009 年 9 月 30 日に公布されております。本年の 4 月 1 日から適
用になっているようですが、国に先駆けて制定しているんですが、かなりの問題があると
いうこともまた明らかになっております。最低賃金額を上回る賃金を支払う義務を条例で
独自に課すのは労働条件に関する基準は法律で定めるとした憲法27条に抵触するのではな
いか。優越的な地位を利用して不公正な取引を禁ずる独占禁止法や最少の経費で最大の効
果を求める地方自治法の規定に反するおそれがある。これらは、厳密な法解釈ではグレー
ゾーンであるということ。ゆえに、裁判でなければ決着がつかない問題があるというまま
に施行されているというのも野田市でも明らかにしております。 

なぜこれらがグレーゾーンがあるのに施行したのかと言いますと、これらを解消するため
には、一自治体の取り組みで公契約の問題を解決することは難しい。根本的な改善には法
整備が必要であり、国に働きかけていくのが公契約条例の制定の真のねらいということで
制定されたということになっております。 

当市においては、これらのさまざまな問題があるために、趣旨は理解するものの、さまざ
まな問題を抱えているため、今後の動向を注目していきたいと考えております。 

○佐藤委員 

今課⾧は、私の質問の先取りをして回答をしてくださいました。そこに行くときには私も
う一回ぐらい質問しなければ今返事が出てこなかったんです。それは改めて質問しますけ
れども。 

国土交通省も最低制限価格制度及び低入札価格調査基準価格制度の適切な活用についてと
いう文書を出していまして、自治体に対して契約ごとに地域の実情に即し予定価格の 9 割
までの範囲で最低制限価格を引き上げることや最低制限価格の対象範囲の拡大などを求め
ているということがあります。ぜひこれをあきらめないで、安いことはいいことだという
ことではなくて、きちんと適正な価格で買うことによって、あるいは工事を出すことによ
って、そこに働いている人たちが適正な賃金をもらえる、いい労働環境の中で働くことに
なるんだということを踏まえれば、こういうことも今の社会の中では重要なのではないか
と思いますので、追求していっていただきたいと思います。 

次です。私は、そこから先に今の話をしたかった。さっき千葉の野田市の話をなさいまし
たけれども、今、宮城の最低賃金は全国最低の水準にあると言われる中で、生活保護の給



付も下回るぐらいの賃金で、うっかりすると 600 円未満で働いている人たちもいっぱいい
るという状況の中で、賃金を引き上げていく、そういう努力を役所自体も、地方公共団体
もしていかなければならないと思うんです。そういうところで、どういうふうにそこにか
かわられるかというと、地方自治体が発注する公共工事に最低賃金、このぐらいは払いな
さいという条件をつけていくことも大事なことではないかと考えました。例えば、障害の
ある方を何人雇っているか、あるいは女性管理者が何人いるかということも条件の一つに
しなさいとか、私前に言ったことがあるような気がするんですけれども、あるいは ISO の
数値のクリア目標を達成しているところとか、いろいろ条件ありますよね。そういう中で
働く人の賃金はこれぐらい出しなさいよということを派遣の人にも適用する、臨時の人に
も適用するということでは、そういう仕組みをきちんと自治体がつくっていくことは重要
なことではないのかというふうにお聞きしようと思っていたら、その返事を先にいただい
てしまったんですけれども。ということで、改めて、この先に向けて検討の必要があるの
ではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○阿部管財課⾧ 

ちなみに落札率なんですが、最低制限価格、国で定める基準があるんですが、平成 21 年度
の実績として、125 件発注した工事の中で平均の落札率は 93.61％という数値になってお
ります。これから見ますと、決してダンピング等が懸念される低い数値ではないと認識し
ております。委託業務についても、先ほど先に言ってしまったんですが、野田市の動向を
注目しつつ検討していきたいと考えております。 

○佐藤委員 

さっき課⾧が説明したように、さまざまデメリットもあるようです。しかし、そのことに
注目して問い合わせてくる自治体もたくさんあると報道されております。ですから、デメ
リット、メリット、いろいろにらみながら、ぜひこの不況の中で少なくても自治体にかか
わる工事をした人のお給料が最低賃金などを下回ることのないような、そういう仕組みを
皆さんで検討していっていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○中村委員 

私の方は、資料 7、19 ページ 4、男女共同参画推進事業費についてでございます。まず、
当局は男女共同参画推進基本計画策定に向け学院大の御協力を得て鋭意進めていることに
評価するものであります。それで、具体的に 2 問お願いします。 

具体的な広報、啓蒙活動について。昨年、8 月 29 日に男女共同参画フォーラム 2009in 多
賀城では、川島隆太先生の基調講演に続いてワークバランスについてパネルディスカッシ
ョンが開催され、男女共同参画の事例紹介がありました。そこで、質問します。まず、そ
れぞれの内容と、広報、啓蒙活動の効果をどのように評価しているのでしょうか。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 

まず、川島先生の講演の内容でございますけれども、こちらにつきましてはワークライフ
バランスということで、要するに男は仕事、女は家庭ということではなくて、バランスの
とれた、仕事だけでなくて家庭も大事にする。それは男女性別関係なく、そうすることが
大事であるということ。川島先生は実は脳科学の先生なので、その脳科学の方のいろいろ
なデータをもとに、おもしろおかしくいろいろお話をされたということで、私たちにとっ
ては物すごくわかりやすくて、とてもよかった。結局、差別だとか区別だとかそういうこ
とではなくて、やはりバランスのよい。もう一つは、そういう生活をしていると人間の脳



というのは非常に安定しているんだということを映像などをもとに御紹介いただいたとい
うことでございます。 

その後に行われましたパネルディスカッションなんですが、これにつきましては多賀城市
からもソニーの方からの実例ですとか、3 団体の方々に来ていただきまして、それぞれのお
立場でワークライフバランスについてのお話があったんですけれども、これまた非常に実
例をまじえながらおもしろいお話をいただきました。この日は 600 人ということで、たく
さんの方々に聞いていただきましたので、効果があったのではないかとは思ってございま
す。内容的にはそういうものでございます。 

○中村委員 

私も同席して拝聴させていただきました。非常にいい話だなと思っております。これから
期待できるなと感じております。 

次に、2 番目、男女共同参画推進基本計画策定の進捗状況についてお伺いいたします。男女
共同参画推進基本計画策定準備のため、平成 20 年、市民を公募し、市民と職員がその委員
になり、東北学院大からアドバイザーとして 2 人の先生の参画をいただき会議が開かれて
いますが、まず最初に、その市民の人数、それから男女構成、それから男女の年代はどの
ようになっているのでしょうか。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 

まず、人数ですが、11 人でございまして、うち男性が 3 人、女性が 8 人でございます。年
齢については、お聞きしておりませんので、わかりません。 

○中村委員 

同じように、先生はどんな方なんでしょうか。別に私疑うわけではないんですが、何年か
前、学院大で県主催の開放講座で男女共同参画社会についてお話しされたことがあるんで
す。それでちょっと疑問を持った点もありましたので、どんな先生方なのかお聞きさせて
ください。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 

まず、お 1 人方は経済学部共生社会経済学科の増田周二先生。多賀城市内にお住まいの先
生です。この先生は現代社会問題論というのが専攻でございまして、ドメスティックバイ
オレンスですとかサブカルチャーとか、広い分野で専攻していらっしゃる先生でございま
す。それから、もう 1 人方は女性の先生、熊沢由美先生、准教授ですが、これまた共生社
会経済学の先生で、専攻としましては社会保障論の先生でございます。以上です。 

○中村委員 

先ほどの開放講座でお話しされた先生ではありませんでした。コメントは避けます。 

次に、2 番目として事務事業評価には職員研修とありますけれども、この研修内容はどんな
ものなのでしょうか。 

○藤原委員⾧ 

中村委員、問題意識がよくわからないんですけれども、どういうことを問題にして、何を
ただしたいのかということなんですけれども。 

○中村委員 



男女共同参画社会には、女性の社会進出を促進する等のメリットがありますが、半面、デ
メリットもあります。懸念されるデメリットとしては、家庭の崩壊等が考えられます。平
成 17 年に提出された第 2 次男女共同参画基本中に施策の基本方針と具体的施策の中の 5
番目に、男女の職業生活、家庭・地域生活の両立の支援等があります。本市では、基本計
画の具体的な目標及び方向性をどのようにお考えなのでしょうか。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 

男女共同と言いますと特別な響きがありますけれども、基本的には男女平等といいますか、
人間平等というふうに私たちは考えております。一番大きな動きとすれば、当然、1946 年
に日本国憲法が発布されたことが大きな流れだと思います。ただ、その後、国際社会の中
でも日本がなかなか胸を張って男女共同のいろいろな条約に批准できない状況があったこ
とからも、1997 年、要するに出てから 50 年後に、あえて前文を伴った極めて特殊な法律
をつくったということがありまして、そういう形で進めざるを得ないような状況が背景と
してあったということでございます。 

ただ、いろいろな意見、中村委員おっしゃるとおりありますけれども、先ほど申し上げま
したように、市民の方々ともお話をしている基本は、いろいろな意見があっていいではな
いかということなんです。それが共同、平等だということなので、私たちが基本計画策定
の前提としているものは、私たちと言った場合は、それは男・女、あるいは老いも若きも
関係ない、あるいは障害があるとかないとか、国籍がどこであろうがかかわりなく、多賀
城にお住まいの方がひとしく平等に、その人なりの人生をきちんと享受できるような社会
を目指そうではないかというのが大きな基本になっております。そして、いろいろな違う
考えの方々も認め合おうではないかということが一番大きな基本なのではないかと思って
おります。 

○中村委員 

男女共同参画基本計画計画第 2 次、これは家庭の重要さを特に入れたやつが出ているんで
すけれども、それで私質問させていただきました。 

最後に、今後どのように進めていくのでしょうか。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 

平成 20 年から進めてきておりますけれども、基本構想をみんなで考える。要するにどうい
う方向性。今申し上げましたそういう方向性をつくるまでには、いろいろな多賀城市にお
ける現状とか課題とかあるべき姿、そのギャップをどうやって埋めていくのかということ
をいろいろみんなで意見しながらある程度の形をつくっておりまして、それに基づく施策
といいますか、具体的なことをどうしていくかということを昨年までにつくっておるんで
すが、折しも今委員お話ありましたように、国の計画が第 3 次計画の見直しをしている、
それから、それに伴って県も 2 次計画をやっている。それから、多賀城市では第五次総合
計画もあるということなので、それらの動きと連動しなければいけないということで、そ
れらの検証をずっとしていまして、基本計画の案の状態を市民の皆さんに、中身を議論し
ているというところで、これらにつきましては、今の予定なんですけれども、10 月までに
はある程度かためて、そして皆様にも説明会をし、それを経て市民の皆さんからの意見も
聞いて、来年の 4 月から計画が実行できるようにという流れでおります。 

ただ、この計画については、当初予定したより非常に時間がかかっています。でも、それ
は私は必要な時間だと思って、必ずいつまでにつくらなければならないという計画ではな



いのですが、みんなが納得できるような計画にするためには、この過程の議論をとても大
事にしておりますので、そういう流れで今ここまで来ているということでございます。 

○昌浦委員 

まずもって、議案第 51 号関係追加資料、朝お願いをして、早速つくっていただいてありが
とうございます。 

まずもって、この資料をどうして必要としたかと言いますと、年を追うごとに部⾧相当職
がふえているのではないかなと漠然としたものですから、明確に 5 年間という年を切って
資料としてつくっていただいたんですが。17、18 年度は 7 人だったのが、3 年ごとに 1 人
ずつふえているんです。部はそんなにないですから。まずもって、2 点お聞きします。部⾧
相当職にあられる方が 21 年度では 11 人だったと思料します。部⾧以外にどういう役職名
で部⾧相当職の方が張りついていたのか、1 点。2 点目です。どうして年を追うごとに 1 人
ずつふえていてって、ふえた理由というのは一体何なのか。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

それでは、1 点目の御質問でございます。部⾧以外の職名、これは正確には補職名でござい
ます。21 年度につきましては、部⾧は 7 名でございます。申し上げますと、市⾧公室⾧、
総務部⾧、市民経済部⾧、保健福祉部⾧、建設部⾧、なお、建設部⾧は下水道部⾧も兼務
してございます。それから、副教育⾧も部⾧扱いでございます。それから、議会事務局⾧。
そのほかに理事職がございます。これが 4 名、理事職が庁内にいますということでござい
ます。 

それから、数字の経緯でございますが、実は平成 18 年度までは 7 名でございました。19
年度に機構改革をしてございまして、新たに 19 年度から市⾧公室をふやしてございます。
それから、20 年度につきましては教育部を廃止しまして、新たに教育委員会の中に副教育
⾧という職を設け、それを部⾧相当職にしてございます。それから、学校教育課⾧、今割
愛人事で来てございますが、この方は県の教育委員会の方から来るわけでございまして、
当然給料は教育職ということでそれなりの給料をもらっている方でございますので、一応
部⾧扱いということで、たまたま発令自体は理事でございますが、部⾧相当職にしてござ
います。そんな数字の経緯でふえているということでございます。 

○昌浦委員 

わかりました。ふえた理由というのは機構改革によるところが多いということでございま
す。機構改革はいいんですけれども、ピラミッド型のヒエラルキー階層なんです、多賀城
市の職の階層というのが。これはやっぱりフラットな職階というのかな。1 例挙げると、町
役場時代は、課⾧、課員だけなんです。昭和 46 年 11 月 1 日に市制施行と同時に係⾧職と
いうのを初めて置いたんです。それからずっと今までも参事とか理事とかいろいろな、主
事以外に主幹がふえたりというふうに、どんどん職名がふえてきていて、ただでさえ覚え
るのに苦労するんです。主幹兼何々係⾧とか。それはまだいい方で、いろいろな補職名と
言ったらいいのか、どんどんふやしている状況なんです。21 年度に職階制度というのを単
純明快にするみたいな取り組みというのはやったのでしょうか。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

実は、職員の職務の級の分類でございますが、規則で定めてございます。職員の職務の級
の分類の基準となるべく職務の内容等に関する規則の中で随時、例えば機構改革とかあっ
た場合に、この規則を改正しまして、例えば先ほど申し上げました教育委員会の学校教育



課⾧については部⾧級ですと。そういう扱いの中で取り組んでございますので、よろしく
御理解を願いたいと思ってございます。 

○昌浦委員 

半分理解と半分できないです。要は、余り何段も、いわば決裁印を押す人をふやさないよ
うな努力というのを 21 年度されたのかというのを私は力点を置いて聞いているんです。そ
して、ちょっと後段それに近いような御回答があったんですけれども、もう一度具体的に
お願いしたいんですけれども。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

申しわけございません。ちょっと回答が舌足らずで。 

組織の簡略化という意味だと思いますが、確かに決裁区分からいきますと、例えば主幹兼
係⾧、そういう決裁区分にはしてございません。あくまでも市⾧、副市⾧、それから部⾧、
次⾧、課⾧、係⾧ということで、ライン的なものは全然変わってございません。その辺だ
けは御理解願いたいと思ってございます。 

○昌浦委員 

だから、そのラインの方の。今御回答いただいたけれども、市⾧、副市⾧以外で五つぐら
いの判こを押すような格好だよね。正確には数えていなかったけれども。起案者を入れれ
ば。ですから、それを例えば起案者の次は課⾧、次は部⾧みたいな、決裁スピードを速く
していくような工夫とかなんかも含めてフラット化というのをやったのか、再度聞きたい
と思います。 

○菅野市⾧公室⾧ 

私の方からお答えしたいと思います。 

まず、職制上のフラット化ということでは、スタッフ制度に関していろいろ内部の方で検
討はいたしました。スタッフ制度、当初非常にはやりでございまして、今から四、五年前
ですか、そのあたりで実際スタッフ制度を導入したところの調査をいたしました結果、な
かなかうまく定着しなかったということで、その辺の部分が今現在またもとの課⾧補佐、
係⾧制度に戻しているところが出てまいっております。そういったところを我々も調査検
討した結果、多賀城市においてスタッフ制度を市⾧公室の方で若干それに近いような形で
はやっていますけれども、これが多賀城市の全部の組織の中にうまく活用できるのかとい
うことを種々検討したことがありました。なかなかこの辺も難しいのかなというのが現状
の認識の中で持っております。ただ、もう少しスタッフ制度をうまく活用できる大部屋的
なところであると、それは可能なのではないかなというのが一つあります。ただ、具体的
に今回の組織の見直しの中でその辺うまくできるかできないかというのは、もうちょっと
検証が必要だろうというところが 1 点ございます。 

それから、事務の決裁の簡略化という部分では、事務決裁規程というものがございまして、
その中で決裁権を課⾧であるとかなんかまで引き下げたりしながら、できるだけ事務の簡
素化を図っている取り組みは平成 19 年あるいは 20 年度でもその都度やってございます。
以上でございます。 

○昌浦委員 

19 年度からだったかな、ちょっと説明では市⾧公室、19 年度からだと記憶しているんです
けれども、そのスタイルを全庁的にというようなことを議員の方に説明があったように聞



いているんです。しかし、待っていると、いつになっても市⾧公室以外は今までと同じ。
だから 21 年度に検討したのかと。 

今の答弁を聞いていると、一度フラット化に踏み切ったときもだめになったと。では、だ
めになった理由は何なのか。もう一つは、なぜ多賀城市ではそれが採用できないのか。検
討したのでしょうから。その辺はどういうふうにお考えなんですか。 

○菅野市⾧公室⾧ 

先ほど説明したとおり、実際、係制から班制を投入して、いわゆるスタッフ制度に近いよ
うな形をとったところもあるんですが、実態は前の係制であるとかなんかとほとんど変わ
りがないというのがまず我々が調査した中で浮かび上がってまいりました。いたずらにま
た組織をいじることによってかえって混乱が生じるのだろうということが一つありますの
で、本当の意味でのフラット化という部分がどういう形なのかというのはまだまだ検討の
必要性があるのかなということで、市⾧公室がとっている今の担当制というものが多賀城
市役所の中のどのセクションの中において可能なのかどうかというのは、調査がまだ必要
だろうと。 

実際、県内のところでもスタッフ制を投入しているところと、そのまま課・係制を一緒に
やっているところがあるんです。そのあたりもちょっとお聞きすると、どうもかえって市
民の方々から混乱が生じているのではないかということもありますので、中途半端な導入
というのはまずいのかなというのが現段階の検討の結果でございます。 

○昌浦委員 

では、形を変えて。一般正規職の総数と、その総数の中で係⾧以上相当職の数はどのくら
いなんでしょうか。できれば、管理職というのは何％を全職員の中で占めているのか。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

企業会計も含んだ職員数でございますが、22 年 3 月 31 日現在で 457 名でございます。そ
のうち管理職と言われる職員の数でございますが、これは要するに管理職手当を支給する、
例えば参事職以上の方々、正確な数字は今持ってございませんが、60 名前後だと把握して
ございます。以上でございます。 

○昌浦委員 

管理職手当ではないんです。係⾧というのは係員を指導していく立場にいるから。係⾧以
上の数字はつかんでいないんですか。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

今資料を持ってございませんので、後で別に。監督職ですね、監督職以上の職員の数、今
把握してございません。 

○昌浦委員 

その数字が出てこないと私質問を先に進められないので、ほかの方をどうかお願いしたい
と思います。 

○雨森委員 



資料 7 の(4)の資機材倉庫整備事業の説明の中でお尋ねいたします。15 ページです。資機
材倉庫整備事業の説明の中で、現在、勤労青少年センターが解体されております。その中
で、あの跡地の利用はどのようになさるのか説明されたか、再度お尋ねします。 

○阿部管財課⾧ 

お答えします。 

現在、旧勤労青少年ホームの解体工事を実施していまして、今年度中に完了するわけです
が、現在のところ駐車場として活用することにしております。 

○雨森委員 

了解しました。駐車場ですね。わかりました。工事はいつごろ終わりますか。 

○阿部管財課⾧ 

現契約上は 10 月初めには完成するものと思われます。 

○雨森委員 

では、この件は了解いたしました。 

同じ 7 の資料、24 ページでございますが、交通安全推進の中で、現在工事が行われており
ます多賀城生協前、工事も着々と進んでおるんですが、最近、あの道路を横断する際に非
常に車がスピードアップして渡り切れなくてつまずいてすねをけがしたということで写真
を持ってきておられる方もあります。運転手のモラルの問題ということは当然なことなん
ですが、非常に快適な道路、しかしこれからの対策をどのように考えていかれるのか。安
全対策です。お考えをお伺いしたいと思います。 

○鈴木交通防災課⾧ 

6 月議会でも委員からございましたけれども、その後、すぐに警察署の方にお話しいたしま
した。今工事中の段階では気をつけていただく以外にない、あと指導隊なり皆さん交通安
全してくれているということで、現状はそれしかないのかなと思っておりますが、完成し
た後は警察署の方としては、あそこはスピードの規制は、あの道路は大分広いので、難し
いのかなと。難しいというか、なじまない、そういうお話でしたので、一番いいのは、あ
そこに信号。オービルというんですか、あそこの前の交差点がありますね、そこに信号設
置が一番いいだろうということで、その考えを確認しております。 

○雨森委員 

生協、買い物ですね、あそこを横断して買い物に行く方、高齢者もいます。とにかく車の
スピードアップ、片一方気をつければ、片一方から吹っ飛んでくるという状況なんです、
現在。ですから、大きな事故につながった場合、管理者は多賀城市でございまして、何か
いい方法を。それから、道路に合わないと。私は逆にあそこを 30 キロぐらいにしてスピー
ドを落としてしまえばいいと思うんです。事故が起きて、これは公安委員会の方もいろい
ろとあると思うんですけれども、やはりまず安全を確保するというような。安価な信号機
はもっともなんですが、かなりスピードアップしております。朝なんかでもスピードが上
がっていまして、我々でも渡るのは非常にこわいという状況でございますので、課⾧も検
討されて、工事が完成するまでに。あるいはまた路面に対しての安全対策、スピードをダ
ウンしなさいとかそういったものもございますので、いろいろな角度から検討していくと
いうことをぜひお願いしたいと思います。 



それから、道路の構造上、あそこにお弁当屋さんございますね、あの弁当屋はどうなるん
でしょうか。あそこで道ストップになってしまうんですが。これは別の日でも結構でござ
います。 

そういうことで、一応まとめとして、安全にあそこの道路が、とにかくけが人が出てから
では遅うございますので、ひとつその点をよろしくお願いしたいと思います。 

それでは、続けてもう 1 件だけ。 

26 ページ、多賀城駅前の警察官立ち寄り所の件でございます。これは担当課⾧にももうお
話で耳の中に入っておりますし、また塩釜警察署の方に行かれまして会議等々をなさった
ということでお聞きしております。一応ここで再度確認のために申し上げます。多賀城駅
前の駐輪場の管理者の 1 人からお話がございました。多賀城駅前で、その言葉をそのまま
言いますと、怪しげな者が 3 名、商売をしている。1 人の人間が売り子、あとの 2 名は男
女、⾧崎屋方面に 1 人、あるいはまた電話ボックスのところに 1 人いまして、見張りをし
ている。高校生がターゲットになったようでございまして、物を売っているようなんです。
それで、その管理者の方がそばに行きましたら、恐ろしいお兄さんが出てきまして、「我々
は命をかけているんだ、お前は向こうへ行け」ということで、そういう言葉で対抗してき
たというわけです。それで、彼はすぐに交番へ電話しました。パトカーが来たときには、
彼たちは散らばって、いなかったということなんです。その高校生が何か買わされたよう
だ、財布からお金を出していたというようなことも現にあったようでございます。それで、
担当課⾧も塩釜署に行かれまして会議もしてこられた。 

今後対策もしておられるようでございますけれども、最近、見ますと、比較的あそこにパ
トカーがとまっている回数が少ないように思うんです。以前は夜遅くまで電気もついてお
りましたし、お巡りさんの姿も見えておったんですけれども、最近、多賀城駅が安全にな
ったのか知らないけれども、数が少ないのではないかというふうに見られるんですが、そ
の点について課⾧、いかがでしょう。 

○鈴木交通防災課⾧ 

確かに、おっしゃられるような事案を抑止するためには、立ち寄り所、せっかくあります
ので、常になるだけ多くの回数行く、あと特に夜、電気をつけておくというのがかなり抑
止力があるのではないかと考えております。今おっしゃったように、警察署にもすぐ行き
まして、あちらもいろいろ忙しいんですけれども、「行きます」ということで確認してお
ります。 

おっしゃられるとおり、ことしの前半、立ち寄りを利用した回数、去年の同じ時期と比べ
ますと、確かにちょっと下がっておりました。それで、防犯協会とか、警察署はもちろん
ですけれども、そういうところになるべく昔のように何回も寄ってもらうようにお話しし
てまいりたいと思います。よろしくお願いします。 

○雨森委員 

今の説明ありましたとおり、とにかく安心・安全という言葉は簡単に言えるんですが、現
状でそういうことも行われたということです。すぐパトカーが来たけれども逃げられたと
か、なんか今の時代に沿わないようなことが行われていたようでございますので、どうぞ
きめ細かく目配り、気配りしていただいて、安心・安全を確保していただきたい、そのよ
うに思います。お願いいたします。以上です。 

○藤原委員⾧ 



3 款までの質疑まだある方。まだまだありますね。 

お諮りいたします。本日の委員会はこの程度にとどめ、延会したいと思います。これに御
異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤原委員⾧ 

御異議なしと認めます。よって、本日はこれにて延会することに決しました。 

あす 9 月 14 日は午前 10 時から特別委員会を開きます。 

本日は御苦労さまでございました。 

午後 4 時 53 分 延会 

 
決算特別委員会 

委員⾧ 藤原 益栄 

 


